
 
 

目標２ 子どもや若者が健やかに成長し、主体性が育つまちをつくる 

 

施策（３）乳児・幼児期の教育や保育の充実 

～生きる力で育つ、育てる、育ちあう～ 

 

１ 現状・課題及び方向性 

＜現状・課題＞ 

● 乳児・幼児期の教育や保育は、子どもの健全な心身の発達を図り 

 つつ、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、３つの 

視点、すなわち「健やかに伸び伸びと育つ」「身近な人と気持ちが通じ 

合う」「身近なものと関わり感性が育つ」を持つ身近な人や物などの 

環境を通して子どもの健やかな育ちを支え促していくことが重要と 

なります。 

● 現在、各現場では、「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」（以下、要

領・指針）等に示された「育みたい資質・能力」（３つの柱）※１、「幼児

期の終わりまでに育ってほしい姿」(10 の姿) ※２等を踏まえ、乳児・幼

児期の教育や保育の充実に取り組んでいます。 

市は、全ての子どもがこうした要領・指針等に基づく質の高い教育

や保育を受けられるよう、質の向上や量の確保などの環境整備に取り

組んでいくことが求められます。 

● 幼稚園・保育所に対する満足度については、上昇傾向にあり、平成 

29 年度数値では、「満足している」と回答した割合が９割を超えるな 

ど、高い水準となっています（※３）。 

● 現在、保育所の待機児童数は、年度当初０人を維持していますが、 

年度途中からは、地域や年齢によって入所が困難になるケースも発生 

しています。 

＜方向性＞ 

● 幼稚園や保育所等の運営については、要領・指針等に示された「育

みたい資質・能力」（３つの柱 ）、「幼児期の終わりまでに育ってほしい

姿」(10 の姿)等を踏まえ、質を確保するとともに、乳児・幼児の育ちを

確実に支えていきます。 

● 幼稚園・保育所への満足度を維持できるよう、幼稚園教諭・保育士 

 の専門性の向上を図る研修や、第三者評価等の実施により、教育や保 

育の質の維持・向上を図っていきます。 

● 引き続き、保育士の確保などに取り組むことで、待機児童の継続的 
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な解消に向けた環境整備を図っていきます。 

● 幼児教育は次の小学校教育につなぐ重要な役割も担っています。要

領・指針等に示されている「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」

（10の姿）等を手掛りに、幼稚園教諭・保育士と小学校教師が子どもの

姿を共有するなど、幼児教育と小学校教育の円滑な接続を図るための

「保幼小連携」の取り組みに、引き続き重点を置いていきます。 

● 家庭の育児負担の軽減や、仕事と家庭のバランスのとれた生活の充

実につながるよう、延長保育や一時保育、病児保育、幼稚園の預かり

保育など、家庭の多様なニーズに対応した保育の充実に取り組むとと

もに、「ほっと子育てふれあい事業」や「ショートステイ」など、様々

な預かり制度があることを広く周知していきます。 

※１ 育みたい資質・能力（３つの柱） 

「知識及び技能の基礎」「思考力、判断力、表現力等の基礎」「学びに向かう力、 

人間性等」 

※２ 幼児期の終わりまでに育ってほしい姿（10の姿）   

「健康な心と体」「自立心」「協同性」「道徳性・規範意識の芽生え」「社会生活 

との関わり」「思考力の芽生え」「自然との関わり・生命尊重」「数量や図形、 

標識や文字などへの関心・感覚」「言葉による伝え合い」「豊かな感性と表現」 

※３「元気発進！子どもプラン（第２次計画）」成果指標 

 

 

２ 施策の柱 

❶ 教育・保育の質の向上と量の確保 

幼稚園や保育所などの運営については、「幼稚園教育要領」や「保

育所保育指針」などを踏まえて実施し、質を確保するとともに、乳

児・幼児の育ちを確実に支えていく。また、さらなる教育・保育の

質の向上を図るため、体系的な研修等を通じて、幼稚園教諭、保育

士等の専門性の向上に取り組む。このほか、各園において、より特

色のある運営ができるような環境整備についても検討を行ってい

く。 

 「北九州市子ども・子育て支援事業計画」を着実に進めるととも

に、保育士が働きやすい環境を整備することによって保育士確保に

取り組み、待機児童の継続的な解消を図る。また、直営保育所につ

いては、特別な支援を要する子どもや家庭の支援を行うなどの機能

強化を図りながら、引き続き民営化を進め、必要な施設数で運営す

る。 

❷ 幼稚園、保育所等における多様なニーズに対応した保育の充実 

 子どもの生活リズムに十分配慮しながら、幼稚園における預かり
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保育や保育所における延長保育、休日保育など、多様なニーズに対

応した保育の充実を図る。 

❸ 幼稚園、保育所等と小学校の連携の充実 

 幼稚園、保育所等と小学校が連携し、幼稚園、保育所等の保育環

境から小学校の学習環境への円滑な接続を図る。また、教育・保育

に必要な情報伝達を行う仕組みとして、幼稚園幼児指導要録や保育

所児童保育要録等を作成・活用する。 

❹ 幼稚園、保育所等における子育て支援の充実 

 家庭における子育てを支援するため、専門性を生かした育児に関

するノウハウの伝達や情報提供、育児相談や親子遊び、地域交流な

ど、幼稚園、保育所等の機能を生かした取り組みを充実させる。 

 

 

３ 成果指標 

幼稚園に対する満足度（施設・環境、教育内容）      【増加】 

保育所に対する満足度（施設・環境、保育内容）      【増加】 

幼稚園における学校関係者評価実施施設数        【全施設】 

保育所及び地域型保育施設における児童福祉施設等第三者評価実施施

設数                          【増加】 

保育所待機児童数（４月・１０月）            【０人】 

保幼小連携事業を実施する保育所、幼稚園、小学校の割合  【維持】 

 

 

４ 施策を推進する主な取り組み 

柱❶ 教育・保育の質の向上と量の確保 

保育所運営事業 

子ども家庭局・保育課 

仕事と子育ての両立支援を推進するため、保育の必要性の

ある子どもは誰でも保育所に入所でき、多様なニーズに応え

ながら、子どもの健やかな育成を支援する保育の実現を図

る。 

保育所における研

修内容の充実 

子ども家庭局・保育課 

施設長や保育士等の資質向上のため、北九州市社会福祉研

修所において研修を実施するとともに、研修内容の一層の充

実を図る。 

児童福祉施設第三

者評価事業 

子ども家庭局・保育課、子育て

支援課 

保育所等について、より適切な情報の提供やサービスの質

の向上を図るため、第三者評価を実施する。あわせて、全て

の施設が第三者評価を実施するよう普及を図る。 

幼稚園における学

校評価の実施 

子ども家庭局・幼稚園･こども

教育活動や幼稚園運営の目標を設定し、達成状況等を評価

することにより、継続的な改善を図る。 

 また、自己評価と学校関係者による評価を行い、その結果
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園課 を公表することにより、保護者等から理解と参画を得て、幼

稚園・保護者・地域の連携による幼稚園づくりを進める。 

幼児教育の振興 

子ども家庭局・幼稚園･こども

園課 

私立の幼稚園施設の設備や備品、教材などの購入、特別な

支援を要する幼児教育に対する補助など幼児教育環境を整

備する。 

 また、子ども・子育て支援新制度における施設型給付等を

利用した幼稚園教諭の処遇改善を支援する。 

幼稚園・認定こど

も園における研修

内容の充実 

子ども家庭局・幼稚園･こども

園課 

 幼児教育の質の向上のため、幼稚園や認定こども園に勤務

する教諭を対象とした、３歳未満児の保育や特別支援教育な

どの研修の充実を図る。 

認定こども園の運

営支援 

子ども家庭局・幼稚園･こども

園課 

教育・保育施設の利用状況や利用者の希望とともに、事業

者の意向などを踏まえ、認定こども園の普及を図るため、運

営費用の一部助成や移行希望施設への支援を行う。 

保育士・保育所支

援センターの運営 

子ども家庭局・保育課 

保育所への就職を希望する求職者（保育士）と雇用者（保

育所）双方のニーズを調整して、保育士の人材確保を図る。 

また、すでに保育所で働いている保育士からのさまざまな相

談を受けることで、離職防止につなげる。 

予備保育士雇用費

補助事業 

子ども家庭局・保育課 

保育士確保を支援し、待機児童解消を図るため、認可保育

所が配置基準を超えて保育士を雇用するための費用の一部

を助成する。 

○新保育士宿舎借り

上げ支援事業 

子ども家庭局・保育課、幼稚園･

こども園課 

保育士の就業継続及び離職防止を図り、保育士の働きやす

い環境を整備するため、市内保育所・認定こども園を経営す

る法人が保育士の宿舎を借り上げるための費用の一部を助

成する。 

計画的な老朽改築

等の推進 

子ども家庭局・保育課 

老朽化の進む施設を対象に、老朽度等を考慮しながら、民

間法人の協力のもと、計画的な施設の改築などを行う。 

直営保育所の機能

強化と民営化 

子ども家庭局・保育課 

直営保育所において、特別な支援を要する子どもや家庭の

支援を行うなどの機能強化を図る。 

また、保育所運営の効率化と機能の拡大を図るため、老朽

化した施設の建て替え等にあわせて直営保育所の民営化を

行うとともに、指定管理保育所の民間移譲について検討を行

う。 

 

柱❷ 幼稚園、保育所等における多様なニーズに対応した保育の充実 

幼稚園における一  子ども・子育て支援新制度により実施する一時預かり事業
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時預かり事業 

子ども家庭局・幼稚園･こども

園課 

において、保護者のニーズに応じて教育時間の終了後等に預

かり保育を実施する私立幼稚園を支援する。 

延長保育事業 

子ども家庭局・保育課 

保護者の就労形態の多様化や、残業等に伴う保育時間の延

長への需要に対応するため、家庭における子育てと仕事の調

和に十分配慮しながら延長保育を実施する。 

一時保育事業 

子ども家庭局・保育課 

保護者のパート就労や冠婚葬祭、育児リフレッシュ等の理

由により、一時的に家庭での保育が困難となる児童を保育所

において保育する。 

休日保育事業 

子ども家庭局・保育課 

市内の認可保育所等を利用している児童等で、日曜日や祝

日等に保護者の常態的な就労により保育の必要性がある児

童について、指定の保育所で保育する。 

病児保育事業 

子ども家庭局・保育課 

病児保育の利用状況や保護者ニーズを踏まえながら、医療

機関併設型の病児保育を実施する。また、パンフレットやホ

ームページ等で情報提供を行い、病児保育の利用の促進を図

る。 

ショートステイ・

トワイライトステ

イ事業（親子短期

支援事業） 

子ども家庭局・子育て支援課 

 児童養護施設等において、保護者の疾病、冠婚葬祭、出張

等の理由により宿泊を伴う一時的保育を行う「ショートステ

イ」と、保護者の仕事の都合等により帰宅が夜間にわたるた

め生活指導や夕食の提供を行う「トワイライトステイ」を実

施する。また、「ほっと子育てふれあい事業」など他の関連

サービスとの十分な連携を図り、利用しやすい環境づくりに

努める。 

ほっと子育てふれ

あい事業（再掲） 

子ども家庭局・子育て支援課 

 ほっと子育てふれあいセンターにおいて、地域で子育ての

援助を行いたい人と子育ての援助を受けたい人とで、ボラン

ティア組織をつくり、会員同士で子どもの預かりや送迎など

子育てサービスを行う。 

一時預かり室の運

営 

子ども家庭局・総務企画課 

子育てふれあい交流プラザ、子どもの館において、就学前

までの子どもを預かる一時預かり室を運営する。 

障害児保育の充実 

（再掲） 

子ども家庭局・保育課 

障害のある子どもの福祉の向上と、保護者の就労等を支援

するため、保育を必要とする集団保育が可能な障害のある子

どもについて、全保育所で受け入れを行う。 

加えて、一時・延長保育を実施している保育所では、在宅

障害児（中・軽度）の一時保育、在園障害児の延長保育も行

う。また、関係機関の協力のもと、集団保育の可能な重度の

障害のある子どもは、直営保育所を中心に、医療的ケアが必

要な子どもについては直営保育所での受け入れを進めてい

く。 
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柱❸ 幼稚園、保育所等と小学校の連携の充実 

幼稚園、保育所等

と小学校の連携 

子ども家庭局・幼稚園･こども

園課、保育課 

教育委員会・指導第一課 

子どもを取り巻く社会環境が大きく変化する中、子どもを

健やかに育むために幼稚園、保育所等と小学校が連携し、幼

稚園、保育所等の保育環境から小学校の学習環境への円滑な

接続を図る。 

○幼稚園、保育所、小学校の職員間の交流・研修や園児・ 

児童の交流活動など連携事業の継続実施 

○保幼小連携の質の向上を図る啓発パンフレットや接続

カリキュラムの活用および連携担当者名簿の作成・活用 

○子どもの発達や学びの連続性を保障する仕組みとして 

の幼稚園幼児指導要録や保育所児童保育要録等の作成・ 

活用 

幼稚園・保育所等

から小学校・特別

支援学校への連絡

体制・情報共有機

能の強化（再掲） 

子ども家庭局・幼稚園･こども

園課、保育課 

教育委員会・特別支援教育相談

センター、特別支援教育課 

保健福祉局・障害福祉課 

特別な教育的支援を必要とする幼児が小学校や特別支援

学校に入学する際、幼稚園・保育所等や障害児施設から必要

な情報が引き継がれるよう、相互の連絡体制の確保や情報共

有機能の強化を図る。 

○個別の教育支援計画等の作成と効果的な活用 

○特別な教育的支援が必要な幼児・児童についてのケース 

会議の実施 

○就学に向けた入学予定児童の引継ぎ資料等の作成 など 

 

柱❹ 幼稚園、保育所等における子育て支援の充実 

保育カウンセラー

事業 

子ども家庭局・保育課 

児童虐待の早期対応・防止や発達の気になる子どもへの対

応等のため、保育カウンセラーと保育アドバイザーが市内認

可保育所等を訪問し、児童処遇に関する相談、児童のケアや

保護者対応を指導、助言し、保育所を支援する。 

また、緊急事態等発生時において、迅速に児童、保護者、

保育士等のカウンセリングﾞを行い、対象者の心のケアに努

める。 

保育カウンセラー

事業（幼稚園） 

子ども家庭局・幼稚園･こども

園課 

保育カウンセラー事業の幼稚園・認定こども園での実施に

ついて研究・検討を行う。 

家庭支援推進保育

事業の実施 

子ども家庭局・保育課 

家庭訪問や個人懇談等を通して子どもについて情報交換

を行い、保護者との信頼関係を深めて子育て支援を行う。ケ

ース検討や事例研究を行い、自己研鑽をし、保育の質の向上
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のため研修会を開催する。 

幼稚園における子

育て支援機能の充

実 

子ども家庭局・幼稚園･こども

園課 

 私立幼稚園における未就園児の保育や親子登園、育児サー

クル支援、園庭・園舎開放などの実施を支援する。また、幼

稚園教諭の研修参加を促進し、子育て支援機能を高める。 

親子通園事業 

子ども家庭局・保育課 

発達の気になる子どもを保護者と共に受け入れる「親子通

園クラス」を直営保育所で運営し、保育所での遊びや体験、

相談を通じて継続的に支援する。 

また、保健・医療・福祉・教育の関係機関と連携しながら、

児童の幼稚園、保育所などへの移行を含めた伴走型支援を行

う。 

 

保育所における地

域活動事業 

子ども家庭局・保育課 

保育の専門知識を生かし、在園児だけではなく近隣の在宅

親子へ育児情報の提供を行ったり、育児相談を行ったりし

て、子育ての悩みや不安を緩和する役割を担う。 

また、施設や園庭等を活用した幅広い活動を実施し、開か

れた保育所づくりを推進する。 
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（参考データ）

〇 各施設に対する満足度

施設 区分 年度 大変満足 ほぼ満足 やや不満 大変不満 無回答
平成25年度 54.5% 36.4% 9.1% 0.0% 0.0%
平成30年度 39.7% 51.7% 6.9% 1.7% 0.0%
平成25年度 36.4% 45.5% 18.2% 0.0% 0.0%
平成30年度 51.7% 41.4% 6.9% 0.0% 0.0%
平成25年度 31.8% 53.7% 13.1% 1.0% 0.4%
平成30年度 38.3% 48.1% 12.3% 1.2% 0.0%
平成25年度 39.3% 52.0% 8.0% 0.4% 0.4%
平成30年度 52.7% 43.4% 3.9% 0.0% 0.0%
平成25年度 33.5% 47.9% 16.3% 1.8% 0.5%
平成30年度 43.4% 42.0% 13.2% 1.4% 0.0%
平成25年度 39.4% 50.2% 9.2% 0.9% 0.2%
平成30年度 53.1% 38.5% 7.8% 0.5% 0.0%

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

〇 幼稚園・保育所等における在園状況

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
未就学児童数 49,269人 48,420人 47,777人 46,921人 45,790人
幼稚園在園 14,055人 13,936人 13,771人 13,576人 13,265人

(うち3歳未満児) (160人) (124人) (134人) (140人) (181人)
保育所等在園 15,941人 16,091人 16,233人 16,409人 16,470人
(うち3歳未満児) (6,705人) (6,824人) (7,009人) (7,264人) (7,400人)

認定こども園
在園(再掲) - 0人 0人 0人 0人

(うち1号) - 152人 217人 475人 924人
(うち2号) - 93人 167人 221人 441人
(うち3号) - 53人 95人 106人 288人

資料：北九州市教育委員会「教育要覧」

注：幼稚園は、5月1日現在、保育園等は、4月1日現在

注：認定こども園は、幼稚園・保育所等の一部を再掲したもの

〇 保育所の待機児童数の推移

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
４月 0人 0人 0人 0人 0人

１０月 246人 139人 148人 57人 0人
３月 324人 283人 356人 284人 142人

注：各月１日現在

施設、環境

施設、環境

教育・保育の内容

施設、環境認可保育所
回答者数

H25:436人
H30:574人

認定
こども園
回答者数
H25:11人
H30:58人

幼稚園
回答者数

H25:512人
H30:486人

教育・保育の内容

教育・保育の内容
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〇 共働き等世帯数の推移

資料：内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書」

注：平成２２・２３年の〔 〕内の数字は、岩手県、宮城県、福島県を除く数

〇 土曜日、日曜日・祝日の定期的な教育・保育事業の利用希望

日
平成25年度

回答者数
2,106人

平成30年度
回答者数
2,314人

土曜日 19.1% 17.7%
日曜日・祝日 1.8% 2.1%

土曜日 25.3% 29.4%
日曜日・祝日 16.2% 17.7%

土曜日 55.6% 52.8%
日曜日・祝日 82.0% 80.3%

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

〇 子どもが病気で教育・保育事業を利用できなかったとき、

父母のいずれかが休んだ保護者の病児保育施設の利用希望（就学前児童）

平成25年度
回答者数

779人

平成30年度
回答者数

740人
34.3% 29.5%
64.6% 65.9%

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

利用する必要はない・無回答

月に１〜２回は利用したい

ほぼ毎週利用したい

区分

利用したいとは思わない
できれば施設を利用したい

区分
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〇 私立幼稚園における学校関係者評価実施施設数の推移

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
46施設 46施設 83施設 98施設 96施設

〇 保育所及び地域型保育施設における児童福祉施設等第三者評価実施施設数

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
― 141施設 145施設 149施設 153施設

〇 保幼小連携事業を実施する保育所・幼稚園・小学校（上段：数　下段：割合）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
158施設 162施設 162施設 164施設 165施設

97.5% 98.8% 99.4% 99.4% 100.0%
88施設 89施設 88施設 92施設 96施設
86.3% 89.9% 88.9% 92.9% 100.0%

― 1施設 2施設 2施設 3施設
― 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

122施設 126施設 125施設 129施設 125施設
93.8% 96.2% 96.2% 98.5% 95.4%

小学校

幼稚園
（認定こども園

 幼稚園型含む）

保育所
（認定こども園

 保育所型含む）

認定こども園
（地方裁量型）
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施策（４）放課後児童の健全育成 

～みんなで「ただいま！」元気いっぱい、放課後児童クラブ～ 

 

１ 現状・課題及び方向性 

＜現状・課題＞ 

● 「放課後児童健全育成事業」（放課後児童クラブ）は、共働き等の 

理由により、昼間保護者のいない小学校に通う児童に対し、放課後に 

適切な遊びや生活の場を提供して、児童の健全な育成を図ることを目 

的としています。 

● 本市では、平成 20 年度から、放課後の児童の安全な居場所を確保               

することを目的に、学齢・共働き等の理由に関係なく、希望する全て

の児童を受け入れる、いわゆる「全児童化」を全国に先駆けて実施し

ています。 

● 放課後児童クラブを運営するにあたっては、児童が安全に安心し 

て過ごすことのできる生活の場と、遊びなどの活動拠点としての機能 

を持つ専用区画を設け、快適な空間を提供することが必要となります 

が、現在、クラブの施設・環境について「満足している」と回答した 

保護者の割合は、65％前後（※）となっています。 

● 「開所日、開所時間」に対する満足度については、近年、上昇傾向 

にあります（※）。全施設で 18 時 30 分以降までの開所を実現してお 

り、さらに 19 時までの開所が全施設の 40％になるなど、ニーズに応 

じた利用時間の拡大がその理由と考えられます。 

● 放課後児童クラブは、区社会福祉協議会や社会福祉法人などが運営 

主体となり、地域の特色を活かした魅力ある運営を行っていますが、 

利用児童が増加している現状を踏まえ、運営主体に対する継続した支 

援が必要です。 

＜方向性＞ 

● 「全児童化」の方針を継続していくとともに、女性の就業率の上昇 

等の影響により、年々利用児童数が増加している状況を踏まえ、より 

快適な施設環境を提供する観点から、引き続き必要な環境整備に取り 

組んでいきます。 

● 時代のニーズを的確に把握しつつ、児童の生活リズムにも配慮した                          

クラブの適切な利用時間について、検討を続けます。 

● 子どもの社会性の習得や発達段階に応じた主体的な遊びや生活が

できるよう、利用児童の増加に対応するため、放課後児童支援員に対

する研修に加え、巡回カウンセラーやアドバイザーの巡回・派遣等を
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行い、クラブの運営をサポートしていくなど、今後とも運営体制の強

化や質の向上に取り組んでいきます。 

  ※「元気発進！子どもプラン（第２次計画）」成果指標（H27～H29 年度） 

 

 

２ 施策の柱 

❶ 放課後児童クラブの環境整備 

 放課後児童クラブを設置する全ての小学校区で利用を希望する

児童を受け入れる「全児童化」を引き続き実施するため、放課後児

童クラブの施設整備や利用内容の充実などの環境整備を行う。 

❷ 放課後児童クラブの魅力の維持・向上 

 体系的な研修の充実や巡回カウンセラーの派遣などにより、放課

後児童支援員等の資質向上を図る。また、放課後児童クラブアドバ

イザーの派遣を通じ、児童への対応等についてクラブと学校等との

連携を促進し、クラブの魅力向上を図る。 

 

３ 成果指標 

放課後児童クラブの利用を希望する児童の受け入れ     【100％】 

放課後児童クラブに対する満足度（施設・環境、開所日・開所時間） 

                            【増加】 

運営内容に関する自己評価実施クラブ数          【増加】 

 

４ 施策を推進する主な取り組み 

柱❶ 放課後児童クラブの環境整備 

放課後児童クラブ

「全児童化」の実

施 

子ども家庭局・子育て支援課 

放課後児童クラブを設置するすべての小学校区で利用を

希望する児童を受け入れる体制を維持する。 

○拡放課後児童クラ

ブにおける児童受

入のための環境整

備 

子ども家庭局・子育て支援課 

児童数の増加により、本市の基準で定める児童の専用区画

の確保が難しくなる放課後児童クラブについて、施設整備を

行うなど、児童受け入れのための環境整備を行う。 

また、民間で実施している学童向けの保育事業などの活用

について検討を行う。 

放課後児童クラブ

の利用内容の充実 

子ども家庭局・子育て支援課 

「小１の壁」解消のため、クラブの開設時間について、午

後７時までの延長を推進する。また、利用者ニーズに対応す

るため、夏休み等長期休暇中の児童の受け入れを推進する。 
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柱❷ 放課後児童クラブの魅力の維持・向上 

放課後児童クラブ

の質の向上 

子ども家庭局・子育て支援課 

児童に適切な指導が行えるよう、児童おおむね 40 人に対

して放課後児童支援員等を２人以上配置する。 

併せて、児童が基本的な生活習慣や異年齢児童等との交わ

り等を通じた社会性の習得や発達段階に応じた主体的な遊

びや生活が行えるほか、障害のある児童等が安心して過ごす

ことができるようへの対応が適切に行えるよう、体系的な研

修の充実や、巡回カウンセラーの派遣などにより、放課後児

童支援員等の資質向上を図る。 

さらに、運営委員を対象とした運営事務等の専門研修の実

施や個別課題への対応を支援する巡回相談を行い、クラブの

質の向上に努める。 

 また、放課後児童クラブアドバイザー等の専門職の派遣を

通じて、児童への対応等で、クラブと学校等との連携を促進

する。 

放課後児童クラブ

利用者支援事業 

子ども家庭局・子育て支援課 

生活保護世帯等について放課後児童クラブの利用料を助

成し、放課後児童クラブの利用を支援する。 
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（参考データ）

〇 放課後児童クラブ数および設置校区数

年度
平成26年度 201クラブ （201クラブ） 126校区 (126校区)
平成27年度 133クラブ (133クラブ) 126校区 (126校区)
平成28年度 133クラブ (133クラブ) 126校区 (126校区)
平成29年度 134クラブ (134クラブ) 127校区 (127校区)
平成30年度 134クラブ (134クラブ) 127校区 (127校区)
注：(  )は、全児童化実施クラブ数および校区数

注：平成27年度以降は、新制度に基づく統計によるもの

〇 登録児童数および待機児童数（4月1日現在）

うち高学年
児童数

人数 クラブ数

平成26年度 9,962人 2,225人 0人 0クラブ
平成27年度 10,551人 2,426人 0人 0クラブ
平成28年度 11,124人 2,675人 0人 0クラブ
平成29年度 11,489人 2,770人 36人(※) 1クラブ(※)
平成30年度 12,347人 3,031人 0人 0クラブ
※施設整備により、平成29年内に解消

注：平成27年度以降は、新制度に基づく統計によるもの

〇 放課後児童クラブの開所時間（4月1日現在）

平成26年度 200クラブ (100%) 28クラブ (14.0%)
平成27年度 132クラブ (100%) 16クラブ (12.1%)
平成28年度 133クラブ (100%) 45クラブ (39.8%)
平成29年度 134クラブ (100%) 54クラブ (40.3%)
平成30年度 134クラブ (100%) 54クラブ (40.3%)
注：(  )は、全クラブに対する割合

注：平成27年度以降は、新制度に基づく統計によるもの

クラブ数 設置校区数

待機児童数登録児童数
年度

年度
開所しているクラブ数

18時30分以降まで
うち19時以降まで

開所しているクラブ数

66



〇 放課後児童クラブでの障害のある子どもの受け入れ数（4月1日現在）

年度 人数 クラブ数
平成26年度 284人 135クラブ
平成27年度 290人 92クラブ
平成28年度 290人 92クラブ
平成29年度 309人 94クラブ
平成30年度 320人 92クラブ
注：平成27年度以降は、新制度に基づく統計によるもの

〇 放課後児童クラブに対する満足度

大変満足 ほぼ満足 やや不満 大変不満 無回答

平成25年度 24.2% 52.0% 16.8% 1.2% 5.7%

平成30年度 44.8% 36.7% 15.4% 2.5% 0.6%

平成25年度 26.2% 49.2% 17.2% 2.5% 4.9%

平成30年度 61.9% 24.9% 10.1% 2.8% 0.3%

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

施設
回答者数

H25:244人 H30:357人

開所日・開所時間
回答者数

H25:244人 H30:357人

区分
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施策（５）地域における子どもの居場所づくり 

～笑顔になれる、ぼくとわたしの快適空間～ 

 

１ 現状・課題及び方向性 

＜現状・課題＞ 

● 少子化が進み、地域との関わりが薄れる現在、子どもがありのまま 

の自分を表現し、安心して過ごすことのできる場所、社会性を育むこ 

とのできる場所をつくっていくことの重要性が増しています。 

● 子どもの居場所は、子どもが「気軽に」「いつでも」「だれでも」立 

ち寄ることのできる場所であることが必要です。また、大人の一方的 

な思いにならないよう、子どもを中心に据えて取り組むことが必要で 

す。 

● 子どもの居場所には、子どもの遊びの能力を引き出す大人、将来の 

手本となる大人、心のよりどころとなる大人の存在が欠かせません。 

大学生や高齢者など、子どもの成長を促すためには、多世代との交流 

の場づくりが必要です。 

● 地域の子どもの居場所となる「子ども食堂」の取り組みは、市内で 

急速に広がりをみせています。 

＜方向性＞ 

● 子どもにとって生活の主要な部分を占める遊びや社会体験、様々な 

人と交流できる、子どもに開かれた「居場所づくり」を進めます。 

● 大人から居場所を与えられるという枠を越え、子どもがその場を自 

 分の場所にしていくという主体的な営みが形成されるよう留意しな 

がら取り組みます。 

● 子どもの居場所づくりは、子どもを接点とした新たな地域づくりの 

萌芽となり得ます。子どもの居場所が、多世代交流の場となるよう取 

り組み、将来的には、虐待を含め、気になる子どもや家庭を必要な支 

援につなぐプラットフォームとして機能することを目指します。 

● 「居場所」で過ごした子ども達が、その後、先輩として、頼れる大 

 人として、自発的にその居場所を支える存在となっていく自然なサイ 

クルが生まれるよう、地域団体やＮＰＯ等とも協働し、取り組みを進 

めます。 

● 全ての子どもが、自然と足を向けることのできる、楽しく魅力ある 

居場所を、地域の中にできるだけたくさん生み出せるよう、地域の 

人々の力を借りながら取り組んでいきます。「子ども食堂」は、その代 

表的な取り組みであり、今後さらに力を入れていきます。 
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２ 施策の柱 

❶ 子どもの遊び環境の充実 

 公園や屋内施設など、これまで整備してきた様々な遊びの環境の

充実に取り組む。 

❷ 地域団体、NPO との協働等による子どもが主役の居場所づくり 

 地域の力を得ながら、子どもが主体性をもって遊びを含む様々な

活動を行うことができる、子どもが主役の「居場所づくり」に取り

組む。代表的な取り組みとして「子ども食堂」の拡大に取り組む。 

 

３ 成果指標 

子どもの遊び場や公園に対する満足度           【増加】 

子育て支援施設（子育てふれあい交流プラザ、児童館）の満足度 

                            【維持】 

市内における子ども食堂の開設数              

【増加→最終年度までに中学校区に最低１箇所６０箇所】 

 

４ 施策を推進する主な取り組み 

柱❶ 子どもの遊び環境の充実 

子どもの館・子育

てふれあい交流プ

ラザの運営 

子ども家庭局・総務企画課 

子どもの豊かな感性や想像力を育み、子育て中の保護者が

持つ負担や不安感を解消するための総合的な子育て支援拠

点施設として、「子どもの館」、「子育てふれあい交流プラザ」

の運営を行う。 

学校施設開放事業 

教育委員会・指導第二課 

地域スポーツの普及および児童の安全な遊び場の確保の

ため、学校教育に支障のない範囲で小・中学校の体育施設を

市民に開放する。 

児童館の運営 

子ども家庭局・子育て支援課 

 児童に健全な遊びを与えることで、健康を増進し、情操を

豊かにすることを目的に運営するとともに、母親クラブ等の

地域活動の育成助長を行う。 

地域に役立つ公園

づくり事業 

建設局・みどり・公園整備課 

身近な公園の再整備について、小学校区単位で開催するワ

ークショップで地域住民の意見を聞き、地域ニーズを反映し

た公園整備を行うことで、これまで以上に利用される公園を

目指す。計画段階から地域住民が参加することで公園への愛

着を高め、地域活動など公園利用の活性化につなげる。計画

策定後は、翌年から概ね２ヵ年で再整備を行う。 
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柱❷ 地域団体・NPO との協働等による子どもが主役の居場所づくり 

○拡子ども食堂開設

支援事業 

子ども家庭局・子育て支援課 

地域のニーズに沿った、持続可能な子ども食堂の取り組み

を支援するため、行政が調整役となり、子ども食堂ネットワ

ーク北九州を中心に、開設や運営のサポートを、地域・企業・

各団体・学校・行政等と連携を深めながら実施していく。 

あわせて、開設支援補助や子ども食堂コーディネーターの

配置、市民センターの有効活用など、ネットワークとともに

子ども食堂の運営に必要な「人・モノ・資金・場所」をきめ

細かくサポートしていく。 

放課後児童クラブ

の「全児童化」 

（再掲） 

子ども家庭局・子育て支援課 

放課後児童クラブを設置する全ての小学校区で利用を希

望する児童を受け入れる体制を維持する。 

ユースステーショ

ンの運営 

（再掲） 

子ども家庭局・青少年課 

中・高校生をはじめとした若者が、学習や体験、スポーツ・

音楽活動、仲間との交流等を通じて、自己を発見し、社会性

や自立性を身に付けつける場となるよう「ユースステーショ

ン」の運営を行う。 

また、各区には学習やスポーツ・音楽活動を行うことがで

きる施設もあり、若者のニーズを把握しながら、こうした施

設の活用や情報提供のあり方について検討する。 

遊びの広場促進事

業 

子ども家庭局・青少年課 

異年齢集団での遊びや自然体験、社会体験など、地域での

体験活動・遊びの広場の輪を広げるため、他の団体・グルー

プ活動の参考になる取り組みに対し補助金の交付を行い活

動の支援を行う。 

外遊び環境の充実

（プレイパークの

開催支援など） 

子ども家庭局・青少年課 

子どもたちが力いっぱい「遊び」「体験する」ことのでき

る「場」をしっかりと確保するため、子どもたちが自分の責

任で自由に遊ぶ場であるプレイパーク（冒険遊び場）を NPO

等と協働で実施するなど、外遊び環境の充実に取り組む。 

○新子どもが主体的

に遊べる環境づく

りの検討 

子ども家庭局・青少年課 

 「子どもを中心に据えた遊び」の視点を取り入れた取り組

みをあらゆる場所で推進する。また、様々な社会資源の掛け

合わせによる、既存の居場所以外の遊びの場や居場所の検討

も行う。 
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（参考データ）

〇 子どもの遊び場や公園に対する満足度

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

39.9% 48.7% 52.2% 52.1% 52.2%

資料：「元気発進！⼦どもプラン」に関する市⺠アンケート調査（平成26年度）

   「元気発進！⼦どもプラン(第2次計画)」に関する市⺠アンケート調査（平成27〜30年度）

〇 子育て支援施設の利用者数

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

424,810人 442,415人 450,762人 424,986人 442,451人

789,702人 818,267人 806,900人 809,090人 814,352人

63,063人 64,145人 65,948人 60,643人 57,743人

651,601人 647,406人 658,070人 627,127人 637,106人

資料：⼦育てふれあい交流プラザ・⼦どもの館は、入館者総数

   親⼦ふれあいルームは、親⼦の利用数

   児童館は、来館者総数（放課後児童クラブを含む）

〇 子育て支援施設の満足度

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

99.4% 99.2% 99.8% 99.8% 99.8%

98.4% 98.1% 99.4% 99.6% 99.7%

88.8% 88.2% 89.0% 90.8% 94.2%

資料：各施設の利用者へのアンケート調査により算出

〇 市内における子ども食堂の開設数

平成28年度 平成29年度 平成30年度

6 8 20

区分

⼦育てふれあい交流プラザ

⼦どもの館

親⼦ふれあいルーム

児童館

⼦どもの館

⼦育てふれあい交流プラザ

児童館

区分
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〇 子どもが過ごすことが多い場所（小学生）（抜粋）

区分 平成30年度 平成25年度

１位 68.1% 63.8%

２位 46.4% 56.7%

３位 43.9% 47.3%

１位 91.4% 88.9%

２位 35.9% 38.2%

３位 23.6% ―

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

注：順位は、平成30年度調査に基づく

注：複数回答

〇 子ども（小学生）の地域とのつながり

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

〇 子ども（小学生）と近隣の大人がコミュニケーションをとる機会（抜粋）

区分 平成30年度 平成25年度

１位 68.9% 74.0%

２位 61.5% 68.2%

３位 26.7% 31.9%

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

注：順位は、平成30年度調査・平成25年度調査とも1~3位は同じ

注：複数回答

〇 子ども（小学生）が異年齢の子どもと交流している場（抜粋）

区分 平成30年度 平成25年度

１位 56.2% 62.6%

２位 45.9% 42.1%

３位 20.5% 23.8%

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

注：順位は、平成30年度調査・平成25年度調査とも1~3位は同じ

注：複数回答

内容（割合）

回答者数
H30:1,167人
H25:1,120人

家の近所などで、日常的に遊んでいるとき

野球やサッカー、テニス等のスポーツ活動

⼦ども会をはじめとした地域活動

内容（割合）

回答者数
H30:1,119人
H25:1,180人

学校の登下校中の路上

家の近くや公園などで、遊んでいる時

⼦ども会の行事など地域活動の最中

内容（割合）

平日
回答者数

H30:1,493人
H25:1,373人

自宅（家族と過ごしている）

公園など屋外

学習塾や習い事等

日祝日
回答者数

H30:1,493人
H25:1,373人

自宅（家族と過ごしている）

公園など屋外

祖⽗⺟等親族の家

年度 よくある たまにある ほとんどない まったくない わからない 無回答
平成25年度 39.3% 46.7% 10.9% 1.5% 1.3% 0.4%
平成30年度 26.9% 48.0% 19.2% 3.1% 2.3% 0.5%
平成25年度 40.6% 41.0% 13.5% 4.4% 0.2% 0.4%
平成30年度 38.8% 39.3% 16.5% 3.8% 1.3% 0.3%

区分

近隣の大人とのコミュニケーション
回答者数 H25:1,373人 H30:1,493人

異年齢の⼦どもとの日常活動
回答者数 H25:1,373人 H30:1,493人
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施策（６）こころの教育、体験・学習機会の充実 

～ハートが育ついろんな学び～ 

 

１ 現状・課題及び方向性 

＜現状・課題＞ 

● 全国的に都市化や少子化が進む中、子どもが大勢で遊び、友人と語 

り合い、他人と協力し合うといった、社会性やコミュニケーション力 

を身に付ける機会が減っており、地域社会において、育むべき社会性 

などが育ちにくくなっています。また、地域や家庭、社会環境が変化 

するにつれて、多様な人間関係の中で、育つ体験が少なくなっていま 

す。本市の現状を見ると、日頃から声かけなどのコミュニケーション 

がない子ども（小学生）が約２割、また異年齢の子どもと一緒に活動 

（遊び等）することがない割合も約２割いる状況です。（※） 

● 本市はこれまで、学校教育の中で、校内・校外における体験活動の 

推進及びその成果を最大にするための学習の場を数多く設けてきま 

した。また、青少年ボランティアステーションにおけるボランティア

体験活動の推進や、青少年施設などを活用した自然体験、スポーツ・

文化・科学の体験事業など、多種多様な体験活動の機会を提供してい

ます。 

● 幼児及び児童生徒に対して、科学の振興を図ることを目的として建

設された児童文化科学館は、プラネタリウムのある施設として、毎年

１０万人前後が利用していますが、一方で、最も古い施設が建築後約

５０年経過するなど、老朽化等の問題が深刻化しています。 

● 様々な他者と関わる「体験」から得られる「人と触れ合うことの楽 

しさ」や、集団の一員として役割を果たすことの充実感。好奇心を刺 

激され、もっと学びたい思う感覚。中でも「お世話する・される」と 

いう関係から得られる「自分が必要とされている」という感覚は、子 

どもの主体性を生み、積極的に他者や社会と関わろうという意欲、す 

なわち社会性の基礎を育むことにつながります。このような子どもの 

自己肯定感を育み、成長を促すための、効果的な取り組みを実施して 

いくことが必要です。 

＜方向性＞ 

● 子どもの社会性を育む重要な役割を担ってきた地域社会の代わり 

となる場づくりや、子どもへの働きかけを行っていきます。 

● 老朽化した児童文化科学館は「東田地区」に移転新設し、移転後は

「ものづくりの街」に相応しい科学館として、北九州市の未来を担う
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人材を育成していくとともに、地元企業と連携を図りながら、本市な

らではの特色のある科学館として、さらなる賑わいを創出します。 

● 子どもが活動の中心（主体）となって、自ら課題や問題に取り組み、 

 それらを達成・克服していく機会を数多く用意するとともに、子ども 

を温かく支え見守る「応援者」を増やす取り組みを進めます。 

※平成 30年度本市調査 

 

２ 施策の柱 

❶ 学校におけるこころの教育の推進 

 教育活動全般を通じた道徳教育の充実を図り、児童生徒の自尊感

情や規範意識を向上させる。 

 学校行事（ふれあい合宿、農村民泊体験学習など）や学級活動、

児童会・生徒会活動、北九州子どもつながりプログラムなどにより、

コミュニケーションの重要性に気付かせ、良好な人間関係の構築を促

す。 

教育活動全体を通じて、児童生徒のよいところを認め、自尊感情

を高めるなど、児童生徒が自他の心と体を大切にし、互いのよさを

認め合える人権尊重の意識と実践力を養う。 

教育活動全体を通じて、道徳教育の充実を図り、児童生徒の自尊

感情や規範意識を向上させるとともに、豊かな体験活動を通じて、

郷土への愛着を深め豊かな情操を養う。また、児童生徒が自他の心

と体を大切にし、互いのよさを認め合える人権尊重の意識と実践力

を養う。 

❷ 体験活動等を通じた学びの機会の提供・充実 

 次代を担う青少年が社会との関わりを自覚しながら、自己を確

立・向上していけるよう、自然体験や社会体験などの体験活動の機

会や場を提供する。 

❸ 児童文化科学館の移転新設（新科学館の整備） 

「誰もが科学に興味を持つきっかけづくり」「技術系人材の育成」

などのコンセプトのもと、子どもを中心とする全世代をターゲット

に整備を進め、「科学や技術の興味・関心を高め、北九州市の未来

を担う人材を育む、賑わいを創出する科学館」を目指す。 

 

３ 成果指標 

人の役に立つ人間になりたいと思うと回答した児童生徒の割合 

【増加】 

自分にはよいところがあると回答した児童生徒の割合    【増加】 

科学や技術への興味・関心を持つ児童生徒の割合      【増加】

新科学館の入館者数             【年間５０万人達成】 
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４ 施策を推進する主な取り組み 

柱❶ 学校におけるこころの教育の推進 

心の教育推進事業 

教育委員会・指導第一課 

 

教科化となった「特別の教科道徳」（道徳科）の授業の充

実を図るとともに、伝統文化や異年齢・地域交流など豊かな

体験を通して、児童生徒が自己の生き方についての考え方を

深める道徳教育を推進するとともに、教育活動全般を通じて

道徳性を養う取り組みを進める。 

 また、豊かな情操を養うため、感受性の豊かな中学生に対

して、芸術性の高い演劇・音楽・美術などの鑑賞の取り組み

を行う。 

 先人の業績および郷土の自然や歴史を盛り込んだ校歌・市

歌などを通して郷土への愛着を深める取り組みを進める。 

人権教育推進事業 

教育委員会・指導第二課 

 

 学校教育においては、生命の大切さを学び、自尊感情や他

の人とよりよく生きようとする意識、集団生活での規範を尊

重し、義務や責任を果たす態度など、「生きる力」を育む教

育活動を推進する。 

 人権教育は学校等が行うすべての教育活動の基盤となる

ものであり、個々の人権を尊重し、子どもの実態や発達段階

を踏まえ、学校・園の教育活動全体を通じて取り組む。 

思春期健康教育 

（思春期保健連絡会）

（再掲） 

子ども家庭局・子育て支援課、

青少年課 

教育委員会・指導第二課 

保健福祉局・保健衛生課 

思春期の心身の変化を正しく理解し、自他の心と体を大切

にするため、小・中学校等での思春期の健康教育を推進する。   

また、医療・教育・行政等の関係者による連絡会を開催し、

現状の把握や課題の共有および連携強化を図るとともに、思

春期保健の対策について協議する。 

思春期の子どもたちの健全な健康づくりを支援するため

に、思春期の子どもが、心身の変化を正しく理解し、自他の

心と体を大切にすることができるよう、市内小学校・中学校

において健康教育を実施する。 

 

柱❷ 体験活動等を通じた学びの機会の提供・充実 

青少年体験活動等

活性化事業 

子ども家庭局・青少年課 

青少年の「生きる力」や「豊かな心づくり」に欠かせない、

自然体験や社会体験など、様々な体験活動の情報を集約し、

タイムリーに発信するとともに、青年リーダーの養成などを

通じて、さらなる青少年の健全育成環境づくりを進める。 

青少年の家の運営 

子ども家庭局・青少年課 

施設周辺の豊かな自然の中で、野外活動や集団生活などの

体験を通して、規律、協同、友愛、奉仕の精神を学び、心身

ともにたくましい青少年の育成を図る。また、身近でより安

全かつ快適に利用できるように、青少年施設の環境整備を行

う。 
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ユースステーショ

ンの運営 

子ども家庭局・青少年課 

中・高校生をはじめとした若者が、学習や体験、スポーツ・

音楽活動、仲間との交流等を通じて、自己を発見し、社会性

や自立性を身に付ける場となるよう「ユースステーション」

の運営を行う。 

また、各区には学習やスポーツ・音楽活動を行うことがで

きる施設もあり、若者のニーズを把握しながら、こうした施

設の活用や情報提供のあり方について検討する。 

青少年ボランティ

アステーション推

進事業 

子ども家庭局・青少年課 

青少年の成長に欠かすことができない様々な体験活動等

を通じ、青少年が社会構成員として、規範意識や社会性、協

調性を身に付けることができるよう、青少年ボランティアス

テーションを拠点に、青少年のボランティア体験活動を支

援、促進する。 

また、ひきこもりや非行等の問題を抱える少年の社会的自

立を支援するため、社会参加ボランティアプログラムを実施

する。 

チャレンジ１００

キロ～歩け北九州

っ子若武者の旅 

子ども家庭局・青少年課 

心身ともにたくましい子どもたちの育成を目的として、 

８０名の子どもたちが、市内の青少年施設に連泊しながら、

市内の山々など１００キロの行程を踏破する。 

子ども文化ふれあ

いフェスタ 

市民文化スポーツ局・文化企画

課 

 日本舞踏やいけばななどの文化体験を通して、子どもたち

の豊かな情操を養うとともに、芸術文化に対する関心を高

め、未来の文化の担い手としていくために、夏休み期間中に

文化団体等が企画したワークショップ等を実施し、芸術文化

に対する関心を高める。 

子ども文化パスポ

ート事業 

教育委員会・企画調整課 

地域の文化・歴史・自然に接することにより、豊かな心を

育むとともに親子のふれあう機会を増やすことを目的とし

て、夏休み期間を中心に、文化施設をはじめとするさまざま

な施設に無料（一部割引）で入場できるパスポートを子ども

たちに配布する。 

博物館セカンドス

クール事業 

市民文化スポーツ局・自然史･

歴史博物館普及課 

博物館を第２の学校（教育の場）として位置づけ、ミュー

ジアムティーチャー（博物館勤務の教員）を配置し、体験学

習の実施や学習プログラムの作成等に取り組み、理科・社会

科への学習の意欲向上に資することにより博学連携を推進

する。 

特に、「博物館への誘致事業」、「学校教育支援事業」、「家

庭教育支援事業」の３つの柱をかかげ、学校教育現場と博物

館の結びつきを強める。 

環境教育推進事業 

教育委員会・指導第一課 

体験的な学習を通して環境に対する認識を深めるととも

に、環境の保全等のために主体的に行動する実践的な態度や
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資質、能力の育成を図る。 

○小学生を対象とした「環境アクティブ・ラーニング」の 

実施 

○（仮称）SDGｓ推進指定校の拡充など 

 

柱❸ 児童文化科学館の移転新設（新科学館の整備） 

○新新科学館整備事

業 

子ども家庭局・青少年課 

老朽化等の問題が深刻化している現在の児童文化科学館

に代わる、「ものづくりのまち」に相応しい、新たな科学館

の整備を進める。 
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（参考データ）

〇 人の役に立つ人間になりたいと思うと回答した児童生徒の割合

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
小学6年生 92.7% 92.1% 93.3% 91.1% 94.7%
中学3年生 94.1% 92.8% 92.5% 91.5% 94.4%

資料：全国学力・学習状況調査（平30年度）

〇 自分にはよいところがあると回答した児童生徒の割合

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
小学6年生 72.1% 72.8% 73.5% 75.9% 82.7%
中学3年生 66.2% 64.3% 68.1% 69.9% 78.4%

資料：全国学力・学習状況調査（平成30年度）

〇 青少年ボランティアステーションにおけるボランティア体験延人数

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
5,279人 5,415人 5,734人 5,387人 7,116人

〇 体験活動等施設の延べ利用者数

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
⽞海⻘年の家 61,420人 62,727人 63,502人 64,090人 64,341人
夜宮⻘少年センター 67,577人 71,002人 62,187人 60,411人 61,237人
もじ少年自然の家 40,015人 44,103人 44,569人 42,076人 38,886人
かぐめよし少年自然の家 20,016人 21,707人 20,641人 20,307人 17,699人
児童文化科学館 98,364人 100,840人 100,617人 101,432人 93,486人

ﾕｰｽｽﾃｰｼｮﾝ 65,040人 53,091人 69,701人 71,514人 72,160人

〇 子ども（小学生）の地域とのつながり

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

年度 よくある たまにある ほとんどない まったくない わからない 無回答

平成25年度 39.3% 46.7% 10.9% 1.5% 1.3% 0.4%

平成30年度 26.9% 48.0% 19.2% 3.1% 2.3% 0.5%

平成25年度 40.6% 41.0% 13.5% 4.4% 0.2% 0.4%

平成30年度 38.8% 39.3% 16.5% 3.8% 1.3% 0.3%

区分
近隣の大人との

コミュニケーション
回答者数

H25:1,373人 H30:1,493人

異年齢の⼦どもとの
日常活動

回答者数
H25:1,373人 H30:1,493人
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施策（７）青少年の非行防止や自立・立ち直りの支援 

～これからの自分を見据えた次への一歩～ 

 

１ 現状・課題及び方向性 

＜現状・課題＞ 

● 本市では、青少年を被害者にも加害者にもさせないため、関係機関 

や青少年関係団体などからなる「北九州市 『青少年の非行を生まない

地域づくり』 推進本部」を設置し、各種の非行対策について、全市・

全庁的な立場から、総合的でより実効性のある取り組みを検討・実施

しています。 

この結果、本市における「少年非行情勢」は大幅に改善しています

が、「非行者率」は、年々減少傾向にあるものの、全国数値と比較する

と、未だに高い水準にあります。 

● 非行防止の重要なパーツである「薬物乱用防止」に関しては、イン 

ターネットやデリバリー販売など、青少年が手軽かつ発覚しにくい方 

法で薬物を入手できる機会が増えています。 

● 既に非行に走ってしまった青少年の自立のためには、彼らが定職に 

就き社会の一員として受け入れられることが重要です。現在、就職先

を提供してくれる「協力雇用主」の登録数（協力雇用主登録業者数）

は、増加傾向にあります。 

● 学校は、児童生徒が社会性を育みながら自立して生活できるよう、 

その成長を支えることが必要です。特にいじめや長期欠席（不登校）

は、児童生徒の居場所を奪うことにつながる極めて深刻な問題であり、

一つ一つの事案に対し、きめ細やかな対応が求められます。 

● 若者の自立支援については、総合相談窓口「子ども・若者応援セン 

ター『ＹＥＬＬ』」において、関係機関と連携しながら、相談対応や体

験プログラムの提供など、きめ細かな自立支援に取り組んでいます。

就労体験の参加者数は年々増加傾向にあり、就労等に至る件数も平成

31 年の目標値（500 人）に近づきつつあります。 

＜方向性＞ 

● 関係機関や団体、そして地域との連携をより一層推進し、効率的・ 

効果的な事業実施を行うことにより、「青少年の非行を生まない地域づ

くり」の実現を目指していきます。 

● 低年齢期からの「非行防止」や「健全育成」の施策をさらに強化し、 

子どもたちの健やかな成長を促すとともに、非行化の傾向にある少年 

に対しては、再犯防止の観点から、早期の立ち直り支援や、協力雇用
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主の活動をより一層の支援していきます。また、子どもやその保護者

だけでなく地域に向けても、薬物乱用の危険性に関する啓発を引き続

きしっかり行っていきます。 

● 学校においては、教員やスクールソーシャルワーカー、スクールカ

ウンセラー等の専門スタッフ、関係機関等が密接に連携しながら、支

援を必要とする児童生徒への働きかけを行います。スクールカウンセ

ラーの一層の活用を図り、児童生徒が悩みを相談しやすい環境整備を

進めるとともに、学校常駐型、いわゆる「配置型」のスクールソーシ

ャルワーカーも含めた体制の充実を検討し、問題の早期発見・早期対

応を図っていきます。 

● 児童生徒のスマートフォンの所持率が年々増加し、ＳＮＳ上のいじ 

めや様々なトラブルが懸念されることから、スマホ等の利用実態を把 

握し、ＰＴＡと連携して、保護者に対するより効果的な啓発に取り組 

みます。 

● 「ＹＥＬＬ」をはじめとする若者の自立支援の取り組みについて、

更なる周知を図り、若者を総合的にサポートする環境づくりを行うと

ともに、若者の自立、立ち直りの支援のため、教育・福祉・医療・雇

用などの関係機関・団体との連携をさらに強めていきます。 

 

 

２ 施策の柱 

❶ 非行を防止するための取り組みの推進 

警察をはじめとした関係機関や各青少年関係団体、そして地域と

の多機関連携の推進を図り、各種啓発や取り組みをより一層強化し

ていくことで、青少年の非行や違法薬物の乱用を防止する。 

❷ 非行からの立ち直りを支える取り組みの推進 

 警察や保護司会、協力雇用主会をはじめとした関係機関・関係団

体との連携を図り、非行相談や、家庭環境等に問題を抱える青少年

の居場所づくり、非行歴のある青少年の就学支援や就労支援等につ

いて市民の理解を深め、非行からの立ち直りを支えるための取り組

みを推進する。 

❸ いじめや長期欠席（不登校）へのきめ細やかな対応 

いじめや長期欠席（不登校）等に関して、児童生徒や保護者が相

談しやすい体制を整える。また、教員やスクールソーシャルワーカ

ー、スクールカウンセラー等の専門スタッフ、関係機関が連携し、

組織的な対応を図るとともに、個別事案ごとに的確に実態を把握

し、きめ細やかな対応を行う。 
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❹ 若者の自立を支援する環境づくり 

現代の若者の悩みやトラブルは複雑になってきており、不安定な

雇用やニート（若年無業者）、ひきこもりなどに対応するためには、

従来の個別分野における対応では限界がある。 

若者が自立できるまで、継続性のある有効な支援を行っていくた

め、教育、福祉、保健・医療、矯正・更生保護、雇用等の関連機関・

団体が連携し、若者を総合的にサポートする環境づくりを行う。 

 

３ 成果指標 

非行者率                        【減少】 

少年の再犯者数                     【減少】 

北九州市協力雇用主登録者数               【増加】 

いじめの認知件数、解消件数、解消率           【100％】 

長期欠席児童生徒数                【全国平均以下】 

「ＹＥＬＬ」来所相談者の就業等実績            【増加】 

ひきこもりの人の自立に向けた支援段階が進んだ割合       【増加】 

 

４ 施策を推進する主な取り組み 

柱❶ 非行を防止するための取り組みの推進 

「北九州市『青少

年の非行を生まな

い地域づくり』推

進本部」の運営 

子ども家庭局・青少年課 

本市の非行対策を総合的に推進するため、「北九州市『青

少年の非行を生まない地域づくり』推進本部」を運営する。

（本部長：市長） 

推進本部には、三つの「対策部会」を設置。「対策部会」

は、市（青少年課、安全・安心推進課等）・県警（少年課、薬物銃器対策課等）・

法務省（保護観察所、少年鑑別所等）をはじめ、協力雇用主会、保護

司会、ガーディアン・エンジェルス、少年補導員連絡協議会、

ＰＴＡ、医師・薬剤師会などの関係機関・団体が、①「非行

防止対策」②「非行からの立ち直り支援」③「薬物乱用の防

止と啓発」のための対策を検討し、実行する。 

 併せて、構成機関・団体間の連携を深め、全市的なネット

ワークを形成することにより、非行対策の総合的な推進を図

る。（④「地域団体・関係機関との連携強化」） 

 ※①～④：推進本部の施策の四つの柱 

非行防止活動の推

進 

子ども家庭局・青少年課 

教育委員会・指導第二課 

過去からの取り組みにより、非行者率や再犯者率は大幅に

減少傾向にあるが、全国平均と比較すると依然として高水準

にある状況を踏まえ、市内全中学生を対象とした「非行防止

教室」を継続しながら、小学生に対する施策も強化し、低年

齢期からの非行防止を図っていく。 

また、本市の不良行為少年補導者人員の過半を占める“深
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夜徘徊”を防止するために、「声かけ深夜パトロール」の実

施、「ガーディアン・エンジェルス」との連携、「はいかい防

止声かけネットワーク」の推進など、より実効性のある取り

組みを強化していく。 

ネットトラブル等

防止及びスマート

フォンの適正利用

の推進 

子ども家庭局・青少年課 

教育委員会・指導第二課 

インターネット上のウェブサイト等において、児童生徒の

不適切な書き込み等を把握し問題の未然防止・早期発見を図

るとともに教職員に対する研修を行いネットトラブルの防

止に努める。また、児童生徒のスマートフォンの所持率が

年々増加している状況を踏まえ、スマートフォンの適切な使

用について児童生徒や保護者への啓発に取り組む。 

加えて、青少年が、ＳＮＳをはじめとしたコミュニティサ

イトなどをきっかけとする事件に巻き込まれるケースの増

加を受け、メディア上の有害環境の危険性を啓発する取り組

みを推進するほか、警察、青少年団体と連携した「メディア

（ネット）・リテラシー向上協議会」を設立するなどして、

ネットやスマートフォンの適正な利用推進を図り、ネット被

害やいじめの防止、スマートフォンやゲーム依存の防止啓発

等、今日のデジタル社会に顕在化している様々な課題の解決

に向けて取り組んでいく。 

地域における青少

年の見守り体制の

充実 

子ども家庭局・青少年課 

 

地域ぐるみで子どもを見守り、非行の防止や非行からの立

ち直り支援、健全育成を図るための施策の充実に取り組む。 

・「北九州市少年補導委員」による補導・環境浄化活動 

・「北九州市青少年健全育成協議会」による青少年の健全

育成活動 

・北九州市青少年支援拠点「ドロップイン・センター」の

運営による青少年への声かけパトロール 

・「薬物乱用防止モデル地域事業」の推進 

・「地域会議」の推進 

・地域における「非行少年の立ち直り支援」「非行少年の

居場所づくり」の推進 

・多世代農園事業などをはじめとした、地域ぐるみで行わ

れる青少年健全育成活動の充実。 

薬物の乱用防止に

向けた広報・啓発 

子ども家庭局・青少年課 

 

近年、覚せい剤や大麻の事案など新たな課題が生じてい

る。市内のシンナー事犯等は撲滅され情勢は改善されてきた

が、一方でインターネットやデリバリー販売など、水面下で

青少年の身近に違法薬物が存在する脅威が発生してきた。こ

うした状況を踏まえ、「薬物乱用防止教室」実施や「薬物乱

用防止モデル地域」を指定するなどして、薬物の乱用を未然

に防ぐための啓発やパトロールを行う。 
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柱❷ 非行からの立ち直りを支える取り組みの推進 

北九州市青少年支

援拠点「ドロップ

イン・センター」の

運営 

子ども家庭局・青少年課 

深夜はいかいを繰り返す青少年をさまざまな危険や誘惑

から守り、その立ち直りを支援するため、はいかいしている

青少年への声かけや相談対応、さらには警察や立ち直り支援

機関との情報共有を図ることで非行や事件から青少年を守

る、北九州市青少年支援拠点「ドロップイン・センター」を

運営する。 

○拡協力雇用主と連

携した就労支援 

子ども家庭局・青少年課 

非行歴のある青少年の就職促進や、その受け皿となる協力

雇用主の拡充を、福岡保護観察所と協働しながら図って行

く。また、協力雇用主が、雇用した少年から損害を受けた場

合の「見舞金」制度や、「立ち直りを目指す非行少年への就労

促進住居確保支援事業」などを実施することで、協力雇用主

活動への支援と理解促進を推進する。 

非行少年の立ち直

り支援 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター 

非行少年の立ち直りと自立を促進するためには、「居場所」

「就労」「就学」が効果的である。そのため、学校、警察、地

域等と連携して非行少年に対する「就労支援」や「就学支援」

を積極的に行うことで、非行少年の立ち直りを目指す。 

また、教育委員会や警察等の関係機関と定期的に開催して

いる非行相談連絡会議において相互連携をより推進し、教

育・福祉の視点に立った取り組みを実施する。 

少年支援室の運営

（再掲） 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター 

不登校やひきこもり、非行等の悩みを抱える少年に対し、

通所を通して生活習慣の確立や自学自習、集団適応指導等の

さまざまな少年の状態に応じたきめ細かな支援活動を行い、

学校や社会への復帰を図る。 

 

 

柱❸ いじめや長期欠席（不登校）へのきめ細やかな対応 

いじめ対策の充実 

教育委員会・指導第二課 

北九州市いじめ防止基本方針に基づき、いじめを適切に把

握するとともに、児童生徒や学校・関係機関によるいじめ防

止の取り組みを推進する。 

○「いじめ問題に関する実態調査（アンケート・面接）」の

全校実施 

○教職員用の指導書「いじめ問題を見過ごさないために」 

を用いた研修の実施 

○「北九州市いじめ問題専門委員会」による調査審議 

○「北九州市いじめ・非行防止連絡会議」による関係機関・ 

団体との連携強化 など 
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長期欠席（不登校）

対策の充実 

教育委員会・指導第二課 

児童生徒の人間関係づくりや小中連携による取り組みを

推進することにより、長期欠席（不登校）の未然防止を図る

とともに、関係機関やスクールソーシャルワーカー、スクー

ルカウンセラーと連携した対応により、長期欠席（不登校）

の解消を図る。 

また、ＩＣＴを活用し長期欠席（不登校）の児童生徒への

学習支援に取り組む。 

スクールカウンセ

ラーの配置 

教育委員会・指導第二課、特別

支援教育課 

長期欠席（不登校）やいじめ等の問題を抱える児童生徒お

よび保護者への対応には、小・中学校等におけるカウンセリ

ング等の機能の充実を図る必要があることから、教育相談に

関する高度で専門的な知識・経験を有する臨床心理士等の

「心の専門家」をスクールカウンセラーとして、全ての中学

校区及び特別支援学校に配置し、小学校に派遣するなどし

て、生徒指導上の諸問題の解決を図る。 

課題の早期発見・早期対応を推進するため、スクールカウ

ンセラーの一層の活用を図る。 

○拡スクールソーシ

ャルワーカー活用

事業 

教育委員会・指導第二課 

長期欠席（不登校）、いじめ等の児童生徒に係る問題行動

解消や児童虐待の対応のため、社会福祉士や精神保健福祉士

の資格を有し、専門的な知識を有するスクールソーシャルワ

ーカーを配置して、児童生徒への直接的な働きかけとともに

家庭環境への働きかけなど、福祉的視点から支援活動を行

う。 

今後、学校常駐型、いわゆる「配置型」スクールソーシャ

ルワーカーも含めた体制の充実を検討する。 

少年支援室の運営 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター 

不登校やひきこもり、非行等の悩みを抱える少年に対し、

通所を通して生活習慣の確立や自学自習、集団適応指導等の

さまざまな少年の状態に応じたきめ細かな支援活動を行い、

学校や社会への復帰を図る。 

○拡不登校状態の子

どもに寄り添った

次への一歩応援事

業 

子ども家庭局・青少年課 

不登校状態にある中学生を対象に、卒業後に、本人やその

家族が社会から孤立することがないようせず、「次への一歩」

を踏み出すことができるよう、中学校卒業前の段階からＮＰ

Ｏ法人等を活用した専門スタッフによるアウトリーチ（訪問

支援）等を通じて、一人ひとりに寄り添った伴走型支援を行

う。 
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柱❹ 若者の自立を支援する環境づくり 

若者のための応援

環境づくりの推進 

子ども家庭局・青少年課 

若者向けホームページや「北九州市子ども・若者支援地域

協議会」の運営、ユースアドバイザー養成講習会の開催など、

若者を総合的にサポートする環境づくりを推進する。 

子ども・若者応援

センター「YELL」の

運営 

子ども家庭局・青少年課 

 子ども・若者応援センター「YELL」を拠点とし、社会生活

を円滑に営む上で困難を抱えている子どもや若者の自立を

応援・支援する。また、利用者の利便性の向上を図るため、

YELL 出張相談の実施を検討する。 

ひきこもり地域支

援センター「すて

っぷ」の運営 

保健福祉局・精神保健福祉課 

ひきこもりの問題を抱えた当事者や家族等の電話相談や

来所相談、訪問支援、フリースペース等を提供することで、

ひきこもり当事者が社会に参加し、いきいきと自分らしく暮

らせることを目指す。 

社会的ひきこもり

対策事業 

保健福祉局・精神保健福祉セン

ター 

さまざまな要因によって社会的な参加の場面がせばまり、

自宅以外での生活の場が長期にわたって失われているひき

こもりの中でも、背景に精神疾患や発達障害がないとされる

「社会的ひきこもり」の状態にある人たちが自立できるよう

支援と体制づくりを目指す。 

「若者ワークプラ

ザ北九州」の運営 

産業経済局・雇用政策課 

「若者ワークプラザ北九州」において、概ね 40 歳までの

求職者に対し、就職関連情報の提供や就業相談、職業能力向

上のための講座、希望や適性に合った職業紹介等の実施によ

り、若年者の就業を促進する。 

少年支援室の運営 

（再掲） 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター 

不登校やひきこもり、非行等の悩みを抱える少年に対し、

通所を通して生活習慣の確立や自学自習、集団適応指導等の

さまざまな少年の状態に応じたきめ細かな支援活動を行い、

学校や社会への復帰を図る。 

○拡不登校状態の子

どもに寄り添った

次への一歩応援事

業 

（再掲） 

子ども家庭局・青少年課 

不登校状態にある中学生を対象に、卒業後に、本人やその

家族が社会から孤立することがないようせず、「次への一歩」

を踏み出すことができるよう、中学校卒業前の段階からＮＰ

Ｏ法人等を活用した専門スタッフによるアウトリーチ（訪問

支援）等を通じて、一人ひとりに寄り添った伴走型支援を行

う。 
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（参考データ）

〇 子ども（小学生）の地域とのつながり

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

〇 非行者率

区分 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年
北九州市 9.6人 7.9人 6.4人 5.4人 3.8人
全国 5.1人 4.2人 3.4人 3.0人 2.7人
資料：福岡県警察データより集計

注：非行者率は、年度ではなく年で算定している

注：非行者率とは、10歳から19歳までの少年1,000人あたりの検挙補導人員数

〇 少年の再犯者数

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年
254人 240人 193人 144人 111人

資料：福岡県警察データより集計

注：少年の再犯者数は、年度ではなく年で算定している

〇 北九州市協力雇用主登録者数

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
156社 185社 208社 234社

〇 いじめの認知件数、解消件数、解消率

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
認知件数 137人 929人 2706人 171人 346人 519人
解消件数 120人 921人 2651人 167人 336人 500人
解消率 87.6% 99.1% 98.0% 97.7% 97.1% 96.3%
資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸問題に関する調査」

注：平成28年度より、文部科学省の通知を踏まえ、従来は、「いじめの芽(兆候)」として

  とらえていた事案も認知件数に含めたため、大幅に増加している。

中学生
区分

小学生

年度 よくある たまにある ほとんどない まったくない わからない 無回答
平成25年度 39.3% 46.7% 10.9% 1.5% 1.3% 0.4%
平成30年度 26.9% 48.0% 19.2% 3.1% 2.3% 0.5%
平成25年度 40.6% 41.0% 13.5% 4.4% 0.2% 0.4%
平成30年度 38.8% 39.3% 16.5% 3.8% 1.3% 0.3%

区分

近隣の大人とのコミュニケーション
回答者数 H25:1,373人 H30:1,493人

異年齢の⼦どもとの日常活動
回答者数 H25:1,373人 H30:1,493人
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〇 市立小・中学校での長期欠席（不登校）児童生徒数

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
小学生 93人 109人 162人 205人
中学生 582人 611人 660人 744人

計 675人 720人 822人 949人
資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸問題に関する調査」

注：⻑期⽋席者のうち、「不登校」を理由に報告されている児童生徒数

注：平成３０年度の数字については、文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸問題に関する調査」

  の一⻫公表後に公表

〇 中学・高校生が放課後等で過ごすことが多い場所

区分 年度 自宅
学校

(部活動等)
学習塾や
予備校等

公園や街中
など屋外

（友だち等と遊
んでいる）

友だちの
家

平成25年度 69.1% 54.8% 27.1% 6.2% 6.1%

平成30年度 79.2% 47.3% 25.9% 5.8% 5.4%

平成25年度 77.6% 40.8% 16.8% 24.9% 19.5%

平成30年度 85.1% 35.5% 17.3% 16.0% 15.6%

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

〇 小・中学生のスマートフォンの所持率

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
北九州市 17.5% 19.5% 21.7% 26.6%
全国 13.5% 14.7% 16.7% 21.4%
北九州市 48.3% 56.5% 60.6% 71.5%
全国 46.6% 49.4% 57.6% 63.4%

資料：携帯電話・スマートフォンに関する調査（北九州市）

〇 子ども（中学・高校生）の生活で気になること

平成30年度 平成25年度
１位 63.0% 52.0%
２位 36.2% 32.8%
３位 30.1% 31.8%

資料：北九州市 ⼦ども・⼦育て⽀援に関する市⺠アンケート調査（平成25及び30年度）

注：順位は、平成30年度調査・平成25年度調査とも1~3位は同じ

注：複数回答

テレビゲーム機やスマホ等への依存
スマホ等から得る有害情報（風俗など）

内容（割合）

休日
回答者数
H25:1,086人
H30:1,396人

放課後
回答者数
H25:1,086人
H30:1,396人

中学2年生

小学５年生

区分

回答者数
H30:1,396人
H25:1,086人 スマホ等によるインターネット上のブログなどの書き込み
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〇 ニート（若年無業者）、フリーターの数（１５歳以上３５歳未満）

区分
平成26年度
平成27年度
平成28年度
平成29年度
平成30年度
資料：総務省「労働力調査」

〇 ひきこもり地域支援センター「すてっぷ」相談件数

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
1,749人 1,518人 1,975人 1,920人 2,288人

〇 子ども・若者応援センター「YELL」の相談件数と相談者の就業等実績

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
相談件数 2,663件 2,237件 2,435件 2,897件 2,561件
就業等実績 19件 50件 46件 53件 47件

152万人
143万人

フリーターの人数（全国）

54万人

166万人
154万人

53万人

178万人

56万人
56万人
56万人

ニート（若年無業者）の人数（全国）
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目標３ 配慮を要する子どもや家庭をしっかりと支えるまちをつくる 

 

施策（８）社会的養護が必要な子どもへの支援 

～温かく子どもを包む生活の場～ 

 

１ 現状・課題及び方向性 

<現状・課題> 

● 本市では、国が平成 23 年 7 月に策定した「社会的養護の課題と将

来像」を踏まえ、里親等（里親及びファミリーホーム）への委託の推

進や児童養護施設の小規模化等を進め、家庭的養護の推進を図ってき

ました。 

● 現在（※１）、里親等への委託率は、平成３１年度の目標値２０％を概

ね達成していますが、児童養護施設や乳児院以外の社会資源として、

更なる充実が望まれます。 

また、児童養護施設等では、きめ細かなケアのために、地域小規模

児童養護施設や小規模グループケアを増やす取り組みを進め、現在（※

２）、その数１９箇所となっています。こうした施設では、自閉症やア

スペルガー症候群などの発達障害のある子どもや、虐待を受けた子ど

もなどの処遇の難しい子どもを受け入れる例が多く、子どもたちのた

めの受入体制の強化に向けて、職員の資質向上や人材育成を図ってい

く必要があります。 

● このような中、平成２８年に改正された児童福祉法の趣旨に基づい

て平成２９年に策定された「新しい社会的養育ビジョン」では、ビジ

ョンに掲げられる取り組みを通じ、「家庭養育優先原則」の徹底と「子

どもの最善の利益」の実現を目指すことが示されています。 

<方向性> 

● 本市においても、国の方針に則り、「家庭養育優先原則」の徹底、つ

まり、家庭における養育の支援を重視しつつ、それが困難な場合には、

代替養育のうち、国が「家庭における養育環境と同様の養育環境」と

位置づける里親等への委託を進め、これらが適当でない場合は、地域

小規模児童養護施設等の小規模かつ地域分散化された「できる限り良

好な家庭的環境」での養育が実施できるよう、必要な措置を講じてい

くこととします。 

● 一方で、子ども一人ひとりの特性等に応じて養育していくために

は、里親等や児童養護施設など多様な選択肢を確保し、十分な受け皿

を整えていく必要があります。そのために、児童養護施設等と里親等
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が車の両輪として相互に機能するよう、「北九州市児童養護施設協議

会」や「北九州市里親会」といった長年築き上げてきた本市ならでは

のネットワークや社会資源を効果的に連携・活用していくことが重要

です。 

● 今後、社会的養育の更なる推進に向けて、子ども総合センターと関

係部署との連携を深め、「子ども家庭総合支援拠点」などのソーシャ

ルワーク体制の構築と支援メニューの充実を図っていきます。 

また、家庭支援、里親開拓、パーマネンシー保障としての特別養子

縁組、一時保護中の子どもの権利擁護の取り組み、施設等を退所した

児童の自立支援にも取り組んでいきます。 

なかでも、更なる里親委託の推進のために、里親制度の普及啓発や

新規の開拓、里親自身の資質の向上及び孤立防止等の里親への一貫し

た包括支援(フォスタリング業務)が重要であり、その実施体制を速や

かに確立していけるよう取り組みます。 

※１・２ 平成２９年度実績 

 

２ 施策の柱 

❶ 里親やファミリーホーム、特別養子縁組の普及促進 

 家庭と同様な養育環境としての里親、ファミリーホームの普及を

促進し、児童養護施設とあわせて、それぞれの子どもにあった養育

環境を提供する。加えて、子どもにとって永続的に安定した養育環

境を提供できる特別養子縁組についても普及啓発を行い、子どもの

置かれた状況に応じた社会的養護を実施する。 

❷ 児童養護施設における生活環境整備の促進や家庭支援機能の強化 

児童養護施設において、小規模かつ地域分散化された「できる限

り良好な家庭的環境」での養育を推進するための地域小規模児童養

護施設等の設置を進めるとともに、子どもたちへの支援をさらに充

実するため、職員の資質の向上等や家庭支援・里親支援機能の強化

等を図る。 

また、施設等を退所する児童が希望する進路を選択できるように

支援するとともに、生活や就業上の問題を抱える退所者への生活相

談事業の実施や、引き続き支援が必要な児童が施設での生活を継続

できるように、生活面・就労面の支援を実施する。 

❸ 一時保護中や里親委託・施設入所中の子どもの権利擁護の取り組み 

 一時保護中の子どもや里親委託・児童養護施設入所中の子どもの

権利を擁護するため、子どもが有する権利や、その権利が侵害され

た時の解決方法等について丁寧な説明を行うとともに、子どもの意

見が適切に表明される仕組みを整備する。 

加えて、一時保護所においては、子どもの立場に立った保護や質
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の高い支援を行うため、第三者評価を実施する。  

 

 

３ 成果指標 

要保護児童数に対する里親・ファミリーホーム委託率 【２９．４％】 

特別養子縁組成立件数       【累計２８件（Ｒ２～６年度）】 

地域小規模児童養護施設の実施か所数           【増加】 

児童養護施設等の退所者に対する生活相談により生活・就業状況が改善

した件数                        【増加】 

 

４ 施策を推進する主な取り組み 

柱❶ 里親やファミリーホーム、特別養子縁組の普及促進 

ファミリーホーム

の運営 

子ども家庭局・子育て支援課 

家庭的養護を促進するため、保護者のいない児童などに対

して養育者の住宅を利用し、児童の養育・自立支援を行う。

あわせて、ファミリーホームの普及・促進に努める。 

○拡里親制度・特別

養子縁組の推進 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター 

ＮＰＯや里親支援専門員等の関係機関とも連携した包括

的なフォスタリング業務の推進体制を構築することにより、

里親の新規開拓や里親家庭の支援等を通じて里親委託を推

進し、委託率の向上を目指す。 

加えて、里親制度と合わせた普及啓発を行う等により、子

どもにとって永続的に安定した養育環境を提供できる特別

養子縁組についても推進する。 

家庭生活体験事業

（一日里親事業）

の充実 

子ども家庭局・子育て支援課 

児童養護施設に入所している児童に温かい家庭生活を体

験する機会を設け、児童の社会性の涵養や情緒の安定、退所

後の自立を促進する。 

 

柱❷ 児童養護施設における生活環境整備の促進や家庭支援機能の強化 

地域小規模児童養

護施設の設置 

子ども家庭局・子育て支援課 

児童養護施設等において、家庭的な環境の中で職員との個

別的な関係を重視したケアを提供するため、地域小規模児童

養護施設等を設置する。 

自立援助ホームの

運営 

子ども家庭局・子育て支援課 

 児童養護施設等を退所し、就職する児童に対し、共同生活

を営む住居において、相談その他の日常生活上の援助および

生活指導、就職支援を行うことで、社会的自立の促進に寄与

する自立援助ホームを運営する。 

児童養護施設等入

所児童への運転免

許取得費助成など

自立支援事業 

児童養護施設等の退所を控えた児童等を対象に、普通自動

車運転免許取得費や就職に有利な資格取得費の一部を助成

することにより、児童の自立を支援する。また、大学等の入

学金の助成や生活費の支援を行い、進学の希望に応える。 
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子ども家庭局・子育て支援課 

社会的養護自立支

援事業（生活相談

の実施等） 

子ども家庭局・子育て支援課 

生活や就業上の問題を抱える児童養護施設等の退所者に

対する生活相談の実施や、引き続き支援が必要な者に対し、

施設での生活を継続できるようにするなど、２２歳の年度末

まで生活面・就労面の支援を実施する。 

 

柱❸ 一時保護中や里親委託・施設入所中の子どもの権利擁護の取り組み 

○拡子どもの権利に

関する説明及び意

見聴取の実施 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター 

一時保護や里親委託・施設入所を開始する際、子どもが有

する権利やその権利が侵害された時の解決方法等が書かれ

た冊子を提示し、子どもの年齢に応じた丁寧な説明を行う。 

また、一時保護所においては、職員が子どもの意見を十分

聴取することに加えて、子どもが匿名で意見を表明できる仕

組みを整備する。 

○新一時保護所第三

者評価の実施 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター 

子どもの立場に立った保護や質の高い支援を行うため、一

時保護所において第三者評価を実施する。 

緊急一時保護事業 

子ども家庭局・子育て支援課 

夫等によるＤＶや経済的な事情により、緊急に保護を行う

必要のある母子について、関係施設にて一時的に保護し、生

活と心の安定を図るとともに、自立に向けた支援につなげ

る。 
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（参考データ）

〇 施設種別要保護児童数（平成３１年３月３１日）

施設数
登録世帯数

定員
被措置
児童数

児童養護施設 7か所 384人 334人

乳児院 1か所 33人 26人

里親 90世帯 ー 55人

ファミリーホーム 7か所 42人 28人

児童養護施設 随時 随時 4人

乳児院 随時 随時 1人

児童心理治療施設 随時 随時 7人

児童自立⽀援施設 随時 随時 3人

〇 要保護児童数に対する里親・ファミリーホーム委託率

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

14.2% 17.5% 20.8% 19.0% 19.1%

〇 地域小規模児童養護施設・小規模グループケアの実施か所数

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

１4か所 15か所 16か所 16か所 24か所

〇 家庭生活体験事業（一日里親事業）の実績

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

全児童数 358人 356人 331人 325人 308人

体験児童数 724人 425人 469人 437人 476人

受託里親数 397世帯 292世帯 306世帯 272世帯 315世帯
資料：北九州市⼦ども総合センター統計

注：「全児童数」は各年度8月1日現在の児童養護施設入所者数

  「体験児童数」「受託里親数」は、ともに述べ数

種別

市内

市外
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〇 一時保護の実施状況（年度内退所分）

区分 保護実人員 延保護日数
一日平均
保護人数

一人当たり
平均保護日数

平成26年度 288人 6,896日 18.9人 23.9日

平成27年度 340人 7,434日 20.4人 21.9日

平成28年度 334人 7,219日 19.8人 21.6日

平成29年度 344人 7,514日 20.6人 21.8日

平成30年度 377人 8,128日 22.3人 21.6日
・保護実人員とは、当該年度内に退所した児童数

・延保護日数とは、当該年度内に退所した児童の滞在延日数

・一日平均保護人数とは、延保護日数／３６５

・一日当たり平均保護日数とは、延保護日数／保護実人数
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施策（９）児童虐待への対応 

（北九州市子どもを虐待から守る条例の推進） 

～子どもの命と育ちを守る～ 

 

１ 現状・課題及び方向性 

 

＜現状・課題＞ 

● 児童虐待は子どもの命や心身の発達に影響を及ぼす重大な事案で 

あることから、虐待をしない・させない社会づくりを進めるために、

これまでも育児不安の軽減を図るなど、児童虐待の発生予防に取り組

むとともに、「要保護児童対策地域協議会」などを通して関係機関との

連携を強化し、早期発見・早期対応に努めてきました。 

● 本市の児童虐待相談対応件数は年々増加していますが、これは本市

の目指す「早期発見・早期対応」の取り組みが進捗しているためと考

えられます。全国的にもこの件数は増加していますが、一方では、毎

日のように子どもの生命を脅かすような重篤な事案が報道されてお

り、本市においても子どもを虐待から守るための取り組みを更に推進

していく必要があります。 

● 平成３１年４月１日からは、子どもを虐待から守るための基本理念

を定め、市、市民、保護者、関係機関等及び事業者の責務を明らかに

するとともに、子どもを虐待から守るための施策の基本的事項を定め

た「北九州市子どもを虐待から守る条例」が施行されています。 

  平成３１年４月１日に施行された「北九州市子どもを虐待から守る

条例」では、前文で「市民が一丸となって子育て支援を充実し、子ど

もの命と育ちを守る」とうたい、市、市民、保護者、関係機関等及び

事業者の責務を定めるとともに、子どもを虐待から守るための施策の

基本的事項を定めています。 

＜方向性＞ 

● 児童虐待の発生を初期の段階で予防することが重要であり、乳幼児 

健診未受診者フォローアップの実施、母子の健康や養育状態を見極め 

た支援の実施、様々な相談支援による育児の不安や負担感の軽減など 

の取り組みを、児童虐待防止の観点で改めて捉え直し、各家庭に対す 

る伴走支援を強めていきます。 

● 児童虐待の早期発見・早期対応に向け、子ども総合センターへの現

職警察官・警察ＯＢの配置、児童虐待防止医療ネットワークの整備な

どにより、警察や病院等の関係機関との連携を強化するとともに、子

ども総合センターと各区の子ども・家庭相談コーナーが緊急性や重篤
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度に応じて役割を分担し、迅速かつ適切に対応していきます。 

● 子ども総合センターにおいては、法令の配置基準等を踏まえ、児童 

福祉司や児童心理司等の専門職を引き続き適切に配置するとともに、 

職員に必要な研修を受講させること等により、専門性の向上を図って 

いきます。 

● 「北九州市子どもを虐待から守る条例」を踏まえ、条例の周知を図

るとともに、児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応に必要な施策

を講じていきます。 

 

 

２ 施策の柱 

❶ 児童虐待の未然防止 

 家庭訪問や相談窓口等で保護者の悩みを聞き、子育てに関する情

報提供や専門的な支援を行うことで、育児不安を軽減し孤立化を防

ぐなど、虐待に至る前の気になるレベルで適切な支援を行い、児童

虐待の未然防止に取り組む。 

❷ 児童虐待の早期発見・早期対応・相談・支援の強化 

児童虐待が深刻化する前に早期発見・早期対応に取り組み、子ど

もの安全を守るための一時保護や被虐待児のケア、家族再統合に向

けた保護者への支援等を行うことで児童虐待の防止に努める。 

 

３ 成果指標 

乳幼児健康診査未受診者フォローアップ率（再掲）     【維持】 

児童虐待に関する取組の「北九州市子どもを虐待から守る条例」の内容

についての市民認知度                  【増加】 

ペアレントトレーニング参加家族数     【５か年累計１７０件】 

児童虐待による死亡事案の発生件数            【０件】 

 

４ 施策を推進する主な取り組み 

柱❶ 児童虐待の未然防止 

子ども・家庭相談

コーナー運営事業

（再掲） 

子ども家庭局・子育て支援課 

区役所の子ども・家庭相談コーナーにおいて、子どもと家

庭に関するあらゆる相談にワンストップで応じ、各種支援制

度を適用したり、関係機関等へつなぐ等それぞれの相談内容

に応じた支援を行う。支援にあたっては、関係機関等から情

報を収集するとともに緊密に連携し、包括的・継続的な支援

を調整、実施する。 

生後４か月までの

乳児家庭全戸訪問

生後４か月までの乳児がいる家庭を訪問し、子育ての孤

立化を防ぐために、さまざまな不安や悩みを聞き、子育て
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事業（再掲） 

〈のびのび赤ちゃん訪問事業〉 

子ども家庭局・子育て支援課 

支援に関する必要な情報提供を行うとともに、支援が必要

な家庭に対して適切なサービスに結びつける。 

育児支援家庭訪問

事業（再掲） 

〈のびのび赤ちゃん訪問事業〉 

子ども家庭局・子育て支援課 

個々の家庭の抱える養育上の問題の解決や負担の軽減を

図るため、出産後間もない時期やさまざまな原因で養育が

困難になっている家庭に対して、保健師等が訪問し、子育

てに関する情報提供や専門的な支援を行う。 

乳幼児健康診査未

受診者フォローア

ップ事業（再掲） 

〈すくすく子育て支援事業〉 

子ども家庭局・子育て支援課 

虐待につながりやすい状況を早期に把握し予防するた

め、乳幼児健康診査未受診者に対して、家庭訪問を実施

し、受診勧奨するとともに、養育に関する相談に応じる。

また、未受診者のフォローに関して、関係機関と連携し、

養育支援を特に必要とする家庭の把握に努める。 

養育支援訪問事業 

（再掲） 

〈妊娠・出産・養育にかかる

相談・支援事業〉 

子ども家庭局・子育て支援課 

産前産後の心身の不調や家庭環境の問題など、特に養育支

援を必要とする家庭に対して、訪問指導員を派遣し、育児や

家事の支援を行うなど、早期に対応することで、育児不安を

軽減し、家庭の養育力を高め、児童虐待を防止する。 

○新「北九州市子ど

もを虐待から守る

条例」の市民への

周知 

子ども家庭局・子育て支援課 

出前講演や児童虐待防止推進月間の講座・行事での啓発等

を通じて、「北九州市子どもを虐待から守る条例」の市民へ

の周知を図り、児童虐待防止への理解を深める。 

広報誌への掲載やパンフレットの配布等を通じて、市民へ

「北九州市子どもを虐待から守る条例」の周知を図る。 

 

柱❷ 児童虐待の早期発見・早期対応・相談・支援の強化 

子ども総合センタ

ーの運営 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター 

児童福祉法に基づく児童福祉の専門的行政機関として、子

どもに関する相談の受付、助言や指導、心理判定、障害の判

定、一時保護など児童相談所業務を行う。また、児童虐待、

非行、不登校などのさまざまな課題、悩みを抱える子どもや

保護者を支援するため、カウンセリングやケースワーク、関

係機関との調整・連携等に取り組む。 

○拡児童虐待の早期

発見・迅速かつ適

切な対応および児

童への支援のため

の連携強化 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター、子育て支援課 

児童虐待の発生予防、早期発見、早期対応および適切な支

援を行うために、要保護児童対策地域協議会などを通して、

関係機関との連携強化を図るとともに、関係職員等に対する

研修会の実施や市民啓発などに努める。 

○要保護児童対策地域協議会、要保護児童対策実務者会議  

等、関係機関の連携強化による虐待への対応、支援体制 

の充実 

○要保護児童対策実務者会議主催の研修等による関係機関 

の連携と虐待対応の質の向上 
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対応力向上のため、各区子ども・家庭相談コーナー職員 

が子ども総合センター新規配属職員向けの研修等を受講 

○子ども総合センターと各区子ども・家庭相談コーナーの 

連携強化による虐待の通告・相談から支援までの体制の 

充実 

○虐待リスクの高い居所不明児童の早期発見・迅速かつ適 

正な対応の向上を図るため、関係機関との連携を強化 

○関係機関等が児童虐待に係る早期発見や迅速かつ適切な 

対応を行えるよう「児童虐待対応リーダー養成研修」    

を継続的に実施 

○法律研修の実施や、法的判断が必要となる虐待事案に関 

する法律相談など弁護士会と連携した取り組みの実施 

○児童の実態が把握できない場合や虐待が疑われる場合   

は、速やかな児童の安全確認・安全確保のため、保護者 

への出頭要求や捜索、全国の児童相談所間の情報共有、 

警察への捜索願の提出等を実施 

児童虐待防止医療

ネットワーク事業 

子ども家庭局・子育て支援課 

 小児患者に対応する拠点病院に児童虐待専門コーディネ

ーターを配置し、地域の医療機関からの児童虐待に関する 

相談への助言、研修等、児童虐待対応力の向上を図る。 

「２４時間子ども

相談ホットライ

ン」事業 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター 

いじめ、不登校等子どもの不安や悩み、保護者の子育てに

関する悩みへの対応や、児童虐待の緊急対応などを行うた

め、２４時間体制で電話相談を受け付ける。 

家族のためのペア

レントトレーニン

グ事業 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター 

虐待の再発防止および発生予防を図るため、「虐待を行っ

た保護者」および「養育不安のある保護者」に対して、「家族

再統合コース」「養育不安コース」の二種類のプログラムを

実施し、児童に対する養育技術の習得等を図る。 

保育カウンセラー

事業（再掲） 

子ども家庭局・保育課 

児童虐待の早期対応・防止や発達の気になる子どもへの対

応等のため、保育カウンセラーと保育アドバイザーが市内認

可保育所等を訪問し、児童処遇に関する相談、児童のケアや

保護者対応を指導、助言し、保育所を支援する。 

また、緊急事態等発生時において、迅速に児童、保護者、

保育士等のカウンセリングを行い、対象者の心のケアに努め

る。 

スクールカウンセ

ラーの配置 

（再掲） 

長期欠席（不登校）やいじめ等の問題を抱える児童生徒お

よび保護者への対応には、小・中学校等におけるカウンセリ

ング等の機能の充実を図る必要があることから、教育相談に
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教育委員会・指導第二課、特別

支援教育課 

関する高度で専門的な知識・経験を有する臨床心理士等の

「心の専門家」をスクールカウンセラーとして、全ての中学

校区及び特別支援学校に配置し、小学校に派遣するなどし

て、生徒指導上の諸問題の解決を図る。 

問題の早期発見・早期対応を推進するため、スクールカウ

ンセラーの一層の活用を図る。 

○拡スクールソーシ

ャルワーカー活用

事業 

（再掲） 

教育委員会・指導第二課 

長期欠席（不登校）、いじめ等の児童生徒に係る問題行動

解消や児童虐待の対応のため、社会福祉士や精神保健福祉士

の資格を有し、専門的な知識を有するスクールソーシャルワ

ーカーを配置して、児童生徒への直接的な働きかけとともに

家庭環境への働きかけなど、福祉的視点から支援活動を行

う。 

今後、学校常駐型、いわゆる「配置型」スクールソーシャ

ルワーカーも含めた体制の充実を検討する。 

緊急一時保護事業 

（再掲） 

子ども家庭局・子育て支援課 

夫等によるＤＶや経済的な事情により、緊急に保護を行う

必要のある母子について、関係施設にて一時的に保護し、生

活と心の安定を図るとともに、自立に向けた支援につなげ

る。 

○新子ども・家庭相

談コーナーにおけ

る児童虐待通告対

応強化事業 

子ども家庭局・子育て支援課 

区役所の子ども・家庭相談コーナーにおいて、軽微な虐待

案件への対応を強化するため、虐待通告件数の多い区の嘱託

職員を増員する。 
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（参考データ）

〇 児童虐待対応件数の推移

年度 件数 児童人口
児童一万人中

の件数
養護相談

養護相談中
虐待の相談割合

全相談件数
全相談中

虐待の相談割合

平成26年度 454件 152,501人 29.7件 1,462件 31.1% 6,923件 6.6%
平成27年度 606件 151,027人 40.1件 1,550件 39.1% 6,981件 8.7%
平成28年度 918件 149,052人 61.6件 1,868件 49.1% 6,772件 13.6%
平成29年度 1,139件 147,209人 77.4件 2,112件 53.9% 6,679件 17.1%
平成30年度 1,487件 145,164人 102.4件 2,630件 56.5% 7,243件 20.5%

〇 虐待の種類別件数の推移

〇 年齢別・虐待の種類別件数（平成30年度）

身体 性的 心理的 ネグレクト 計（年齢別）

就学前児童 159件 1件 392件 145件 697件
小学生 165件 4件 235件 118件 522件
中学・高校生その他 83件 7件 133件 45件 268件

407件 12件 760件 308件 1,487件
資料：北九州市⼦ども総合センター統計

〇 ペアレントトレーニング参加家族数

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
15家族 20家族 19家族 15家族 13家族
13家族 16家族 19家族 16家族 17家族

資料：北九州市⼦ども総合センター統計

〇 乳幼児健康診査の未受診者フォローアップ率

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
1,673人 1,347人 1,337人 1,139人 1,262人
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

区分
フォローアップ⽀援者
フォローアップ率

区分

計（種類別）

養育不安コース
家族再統合コース

区分
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施策（１０）障害のある子どもや発達の気になる子どもへの支援 

～特性を理解し寄り添う～ 

 

１ 現状・課題及び方向性 

＜現状・課題＞ 

● 障害の有無にかかわらず、全ての市民が互いを尊重し合いながら、 

安心して暮らすことのできるまちづくりを進めるためには、障害のあ 

る人が直面するその時々の困難の解消だけでなく、その人の自立と社 

会参加を実現するという観点に立ち、家族をはじめとする関係者への 

支援も重要となります。 

● 障害のある子どもへの支援については、総合療育センター、発達障 

害者支援センターなど、専門機関の整備が進み、支援体制の充実が図 

られています。また、障害児保育や特別支援教育など、障害のある子 

どもの通園・通学環境も、同様にその充実が図られているところです。 

● 一方で、障害等に気づかず必要な支援が遅れるケースや、障害の特

性を保護者が理解できなかったり、専門機関に行くことへの抵抗 

感を抱いたりするケースが多くあります。 

 子どもの発達・障害等で気になることがあり、「必要と感じたら専門 

機関に相談する」と回答した保護者の割合は、増加傾向にありますが、 

全体の７割程度に止まっています。（※１） 

● 子どもの発達・障害等に関し「相談する相手がいない」と回答した 

割合も３．５％（※２）と一定程度存在しており、保護者が子どもの障 

害の可能性に気づいてから、診断までの間に抱く不安感を軽減するこ 

とや精神的なケアを行うことが非常に重要と考えられます。 

＜方向性＞ 

● 今後も、心身の発達が気になる子どもの子育て支援に関する必要な 

情報を提供し、支援が必要な家庭に適切なサービスを確実に届けられ 

るよう取り組みを進めます。また、身近なところで気軽に相談できる 

体制に加え、全ての子どもが早期に医師などの専門家の診断を受け、 

必要な支援を受けられるような仕組みについても検討を行って 

いきます。 

● 障害のある子どもの支援にあたっては、障害の種別・程度等に応じ

て、一人ひとりのニーズに対応した細やかな対応を行うことが必要で

す。引き続き、障害のある子どもが地域社会の中で、健やかに成長す

ることができるよう、保健・医療・福祉・教育等の関係機関が密に連

携しながら、乳幼児期からの一貫した支援に取り組んでいきます。 
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  ※１「元気発進！子どもプラン（第２次計画）」成果指標（H27～H29 年度） 

  ※２「元気発進！子どもプラン（第２次計画）」成果指標（H29 年度） 

 

２ 施策の柱 

❶ 心身の発達が気になる子どもの早期発見と相談・支援体制の強化 

障害のある子どもに早い時期から適切に関わるとともに、障害の

ある子どもも、ない子どもも、共に育ち生活できるまちづくりを推

進する。また、早期発見の取り組みを強化すると同時に、相談支援

機関の連携強化など、必要な相談・支援ができる体制を確保する。 

❷ 障害のある子どもの受け入れ体制の強化 

障害のある子どもへの支援は、通所施設での専門的療育訓練や医

療機関での治療だけでなく、さまざまな集団生活の場における療育

支援も必要である。このため、幼稚園、保育所等においても関係機

関との連携により、障害のある子どもの受け入れや保育内容の充実

を図る。 

また、小学校等入学時に幼稚園、保育所等から円滑な接続ができ

るように、小学校等との連携の強化を図る。 

障害のある子どもの放課後や長期休暇等の居場所の充実を図る

とともに、障害のある子どもの地域での受け入れを促進する。 

 

３ 成果指標 

子どもの成長や発達、障害に関し、「必要と感じたら専門機関・施設等

に相談する人」の割合 【増加】 

子どもの成長や発達、障害に関し、「相談する相手がいない人」の割合 

【減少】 

保育所における障害のある子どもの受入体制など 

障害のある子どもを受け入れる保育所の施設数  【維持（全施設）】 

 

障害のある子どもの受け入れに取り組む幼稚園（サポート園）の施設 

数                           【増加】 

 

４ 施策を推進する主な取り組み 

柱❶ 心身の発達が気になる子どもの早期発見と相談・支援体制の強化 

わいわい子育て相

談（再掲） 

〈すくすく子育て支援事業〉 

子ども家庭局・子育て支援課 

心身の発達が気になる乳幼児について、医師・臨床心理士・

保育士等がチームで相談に応じ、発達障害等を早期に発見

し、乳幼児の健全な発達を支援する。 

生後４か月までの

乳児家庭全戸訪問

生後４か月までの乳児がいる家庭を訪問し、子育ての孤立

化を防ぐために、さまざまな不安や悩みを聞き、子育て支援
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事業（再掲） 

〈のびのび赤ちゃん訪問事業〉 

子ども家庭局・子育て支援課 

に関する必要な情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭

に対して適切なサービスに結びつける。 

子ども総合センタ

ーの運営（再掲） 

子ども家庭局・子ども総合セン

ター 

児童福祉法に基づく児童福祉の専門的行政機関として、子

どもに関する相談の受付、助言や指導、心理判定、障害の判

定、一時保護など児童相談所業務を行う。また、児童虐待、

非行、不登校などのさまざまな課題、悩みを抱える子どもや

保護者を支援するため、カウンセリングやケースワーク、関

係機関との調整・連携等に取り組む。 

総合療育センター

の機能を生かした

支援の強化 

保健福祉局・障害者支援課 

「総合療育センター」の専門性やノウハウを生かして、地

域の保育所や学校、通園施設、保護者等に対する専門的な支

援を継続し、障害のある子どもと家族が地域で安心して生活

するための基盤づくりに取り組む。 

育成医療の給付 

〈母子公費負担医

療費助成〉 

子ども家庭局・子育て支援課 

障害の重症化を抑制するとともに、経済的負担を軽減する

ため、肢体不自由、視覚・聴覚・音声・言語・そしゃく機能

障害、又は心臓・肝臓・腎臓・小腸、免疫機能又はその他の

内臓の機能障害がある児童で、確実な治療効果が期待される

場合に、指定医療機関において受けた治療費を助成する。 

在宅障害児支援の

充実 

保健福祉局・障害者支援課 

在宅の障害がある子どもの支援のため、専門スタッフによ

る家庭訪問や外来相談を行う。また、総合療育センター等の

専門施設が児童発達支援センター等と連携を図り、在宅の障

害がある子どもに専門的な支援を行う体制の充実を図る。 

障害児福祉手当 

保健福祉局・障害福祉企画課 

日常生活において、常時介護を必要とする２０歳未満の在

宅の重度の障害のある子どもに対し、その障害によって生じ

る特別な負担の軽減を図ることを目的として手当を支給す

る。 

特別児童扶養手当 

保健福祉局・障害福祉企画課 

精神または身体に障害のある２０歳未満の子どもを家庭

で監護・養育している父母等に手当を支給する。 

発達障害者支援セ

ンターの充実 

保健福祉局・精神保健福祉課 

発達障害の特性（人とうまくかかわることが苦手、ｺﾐｭﾆｹｰ

ｼｮﾝの障害や強いこだわり等）から生じる本人の生活のしづ

らさや家族の負担など、発達障害のある人やその対応に苦慮

している家族からの相談に応じ、発達障害のある人及びその

家族への支援を行う。また、発達障害のある人及びその家族

の相談支援や発達障害のある人に対する就労支援、支援者や

市民及び関係機関等に対する普及啓発及び研修を行う。 

○新発達障害児早期

支援システム研究

事業 

保健福祉局・精神保健福祉課 

発達障害の特性のある就学前の子どもが、安心して就学に

備えることができるよう、組織横断的な体制のもと、①園医

健診、②かかりつけ医健診、③特性評価（アセスメント）の

三層構造による早期支援システムの構築に向けた研究事業
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を行う。 

 

 

柱❷ 障害のある子どもの受け入れ体制の強化 

障害児保育の充実 

子ども家庭局・保育課 

障害のある子どもの福祉の向上と、保護者の就労等を支援

するため、保育を必要とする集団保育が可能な障害のある子

どもについて、全保育所で受け入れを行う。 

加えて、一時・延長保育を実施している保育所では、在宅

障害児（中・軽度）の一時保育、在園障害児の延長保育も行

う。また、関係機関の協力のもと、集団保育の可能な重度の

障害のある子どもは、直営保育所を中心に、医療的ケアが必

要な子どもについては直営保育所での受け入れを進めてい

く。 

幼稚園・保育所等

から小学校・特別

支援学校への連絡

体制・情報共有機

能の強化 

子ども家庭局・幼稚園･こども

園課、保育課 

教育委員会・特別支援教育課 

保健福祉局・障害福祉課 

特別な教育的支援を必要とする幼児が小学校や特別支援

学校に入学する際、幼稚園・保育所等や障害児施設から必要

な情報が引き継がれるよう、相互の連絡体制の確保や情報共

有機能の強化を図る。 

○個別の教育支援計画等の作成と効果的な活用 

○特別な教育的支援が必要な幼児・児童についてのケース

会議の実施 

○就学に向けた入学予定児童の引継ぎ資料等の作成 など 

私立幼稚園特別支

援教育助成事業 

子ども家庭局・幼稚園･こども

園課 

北九州市の私立幼稚園における特別支援教育の充実のた

め、要支援児の受け入れに積極的に取り組む園（サポート園）

と協定を結ぶ。市はサポート園に対し、要支援児の受け入れ

に必要な人件費を補助し、要支援児の保護者が就園先を探し

やすいようにサポート園に関する情報提供を行う。 

専門機関との連携

による保育所での

発達障害児支援の

充実 

子ども家庭局・保育課 

保育所における対応のあり方、専門機関との役割分担、保

護者への支援のあり方等について検討を深め、個別の支援計

画を作成し、障害のある子どもとその保護者支援の充実を図

る。 

また、保育所職員の資質向上のため研修、施設見学、実習

などを行う。 

親子通園事業（再

掲） 

子ども家庭局・保育課 

発達の気になる子どもを保護者と共に受け入れる「親子通

園クラス」を直営保育所で運営し、保育所での遊びや体験、

相談を通じて継続的に支援する。 

また、保健・医療・福祉・教育の関係機関と連携しながら、

児童の幼稚園、保育所などへの移行を含めた伴走型支援を行

う。 

104



 
 

 

放課後児童クラブ

の質の向上（再掲） 

子ども家庭局・子育て支援課 

児童に適切な指導が行えるよう、児童おおむね 40 人に対

して放課後児童支援員等を２名以上配置する。 

併せて、障害のある児童等への対応が適切に行えるよう、

体系的な研修の充実や、巡回カウンセラーの派遣などによ

り、放課後児童支援員等の資質向上を図る。 

さらに、運営委員を対象とした運営事務等の専門研修の実

施や個別課題への対応を支援する巡回相談を行い、クラブの

質の向上に努める。 

また、放課後児童クラブアドバイザーの派遣を通じて、児

童への対応等で、クラブと学校等との連携を促進する。 

特別支援教育を行

う場の整備 

教育委員会・特別支援教育課、

企画調整課、施設課、学事課 

幼児・児童・生徒の障害の状況や地域的な設置状況等を踏

まえながら、特別支援教育を行う場の整備を行う。 

○特別支援学校の施設・設備の整備 

○特別支援学級、通級指導教室の設置 

○特別支援教室（校内通級）の実施 

障害児通所支援の

機能強化 

保健福祉局・障害者支援課 

障害のある子ども及び保護者のニーズに対応するため、障

害児通所支援における各事業（児童発達支援、保育所等訪問

支援、放課後等デイサービス）の充実を図る。 

また、児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業

所において、平成３０年度から導入された質の向上等に関す

る公表制度なども活用しながら、各事業所の質の向上につな

げていく。 

障害児入所支援の

機能強化 

保健福祉局・障害者支援課 

障害児入所施設における居住環境の改善を図り、小規模ｸﾞ

ﾙｰﾌﾟｹｱや地域での支援の提供など、入所施設の充実を図る。 

放課後等デイサー

ビスの充実 

保健福祉局・障害者支援課 

障害のある子どもの放課後対策として、授業終了後または

夏休み等の休業日に、生活向上のための必要な訓練、その他

必要な支援を行う。 

障害児を対象とし

たショートステイ

事業 

保健福祉局・障害者支援課、障

害福祉企画課 

介護者の病気や冠婚葬祭などにより、一時的に介護等支援

が受けられなくなった在宅の障害のある子どもを、短期間、

施設で預かり（宿泊型・日帰り型）、必要な介護等を行う。 
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（参考データ）

〇 身体障害者手帳交付件数（１８歳未満：等級別）

年度 1級 2級 3級 4級 5級 6級 計
平成26年度 409件 180件 108件 63件 25件 32件 817件
平成27年度 413件 163件 106件 64件 27件 36件 809件
平成28年度 410件 157件 109件 57件 26件 38件 797件
平成29年度 400件 159年 99件 54件 20件 32件 764件
平成30年度 379件 159件 98件 60件 18件 32件 746件

〇 身体障害者手帳交付件数（１８歳未満：障害別）

年度 視覚障害 聴覚障害 言語障害 肢体不自由 内部障害 計
平成26年度 22件 131件 3件 481件 180件 817件
平成27年度 19件 125件 4件 474件 187件 809件
平成28年度 19件 127件 4件 455件 192件 797件
平成29年度 19件 116件 3件 442件 184件 764件
平成30年度 21件 114件 2件 437件 172件 746件

〇 療育手帳交付件数（１８歳未満）

年度 1級 ２級 計
平成26年度 585件 1,512件 2,097件
平成27年度 594件 1,601件 2,195件
平成28年度 598件 1,663件 2,261件
平成29年度 600件 1,725件 2,325件
平成30年度 608件 1,772件 2,380件

〇 子どもの成長や発達、障害に関し、

「必要と感じたら専門機関・施設等に相談する人」の割合

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度
回答者数 2,311人 2,373人 2,327人

割合 72.1% 68.9% 70.0%

資料：「元気発進！⼦どもプラン(第2次計画)」に関する市⺠アンケート調査（平成28〜30年度）

〇 子どもの成長や発達、障害に関し、「相談する相手がいない人」の割合

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
回答者数 242人 2,463人 2,311人 2,373人 2,327人

割合 5.0% 4.5% 4.2% 3.5% 4.1%

資料：「元気発進！⼦どもプラン」に関する市⺠アンケート調査（平成26年度）

   「元気発進！⼦どもプラン(第2次計画)」に関する市⺠アンケート調査（平成27〜30年度）

106



〇 発達障害者支援センター「つばさ」の相談件数

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
実人員 996人 1,011人 929人 981人 1,009人
件数 3,265件 3,380件 2,868件 3,778件 3,873件

〇 保育所での障害のある子どもの受入数

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
受入施設数 94施設 109施設 104施設 111施設 102施設
障害児数 261人 305人 298人 287人 274人

注：各年度５月１日現在の数値

〇 市立の特別支援学校、特別支援学級の市内在学者数

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
小学部 417人 409人 430人 461人 469人
中学部 240人 251人 252人 249人 264人
高等部 448人 477人 470人 476人 482人
小学校 895人 992人 1,080人 1,214人 1,331人
中学校 420人 470人 531人 576人 574人

資料：教育調査統計資料

注：各年度５月１日現在の数値

〇 放課後等デイサービスの利用実績

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
利用者数 881人 1,265人 1,473人 1,815人 2,161人

〇 放課後児童クラブでの障害のある子どもの受入数

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
障害児数 284人 290人 290人 309人 320人
クラブ数 135クラブ 92クラブ 92クラブ 94クラブ 92クラブ

注：各年度4月１日現在の数値

特別⽀援学級

特別⽀援学校

区分
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施策（１１）ひとり親家庭等への支援 

～ひとり親家庭等をしっかりサポート～ 

 

１ 現状・課題及び方向性 

＜現状・課題＞ 

● ひとり親家庭は、子育てと生計の担い手という二重の役割を一人で 

担うといった状況を抱えており、仕事と子育ての両立の難しさ、非正 

規雇用の増加などの影響を顕著に受け、厳しい状況にある家庭が多く 

あります。 

● 本市における母子家庭の平均年収は 256 万円と、前回（Ｈ23 年度） 

に比べ 22 万円増加していますが、平均的な家庭と比べると依然とし 

て低い水準にあり、仕事に就いている母子家庭の約半数が、非正規雇 

用となっています。（※） 

● ひとり親家庭が支援を活用しながら、安定した仕事に就き、子育てと 

両立しつつ、自立した生活を送ることは、子どもが心身ともに健やか 

に成長し、その将来に良い影響を与えるだけでなく、家庭の生計維持 

や、ひとり親本人の自己実現の観点等からも重要です。このためにも、 

就業支援と、就業のために不可欠な子育て・生活支援の双方について 

一層の充実が必要です。 

● 収入が低い家庭など親の世代の貧困（相対的貧困）が子どもの教育 

格差を生み、次の世代の貧困につながる「貧困の連鎖」の問題が指摘 

され、その対応が必要とされています。 

● 経済的・社会的・精神的困難などが複雑に絡み合っていることが多 

いといわれる貧困世帯への支援を行うにあたっては、子ども及びその 

家庭が抱える問題をしっかり把握し、取り組むことが重要です。 

＜方向性＞ 

● 引き続き、経済的な悩みに加え、子育てや健康、住宅など多岐にわ 

たる悩みを抱えるひとり親家庭に対する総合的な支援に取り組んで 

いきます。 

● ひとり親家庭を適切な支援につなげるため、母子・父子福祉センタ                        

ーや、各区役所の子ども・家庭相談コーナー等の支援窓口の認知度の

向上や、孤立しがちな家庭が気軽に相談できる場づくり、様々な支援

制度や施設の情報をいつでも簡単に入手できる環境づくりを進める

ことが必要であり、こうした取り組みにも力を入れていきます。 

● 子どもの将来が生まれ育った環境によって左右されることのない 

よう、また、貧困（相対的貧困）が世代を超えて連鎖することのない 
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よう、教育や生活、就労の支援、経済的支援など必要な環境整備を総 

合的に進めます。 

● 子どもの居場所づくりや学習支援、母子保健、児童虐待防止など、 

全ての子ども及びその家庭を対象にした施策と効果的に融合するこ 

とで、各家庭の自立支援をさらに充実させていきます。 

 ※北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成 28年度） 

 

２ 施策の柱 

❶ ひとり親家庭の生活の安定と向上 

 就業により収入を安定的に確保するため、就業支援のさらなる充

実を図るとともに、各家庭が自立に必要な施策を有効に活用できる

よう情報提供を充実するなど、総合的な自立支援を行う。 

❷ 経済的困難を抱える家庭等への支援 〔子どもの貧困対策〕 

子どもの現在及び将来が生まれ育った環境によって左右される

ことのないよう、また、貧困（相対的貧困）が世代を超えて連鎖す

ることのないよう、教育や生活、就労の支援、経済的支援など必要

な環境整備を総合的に進めていく。 

 

３ 成果指標 

ひとり親家庭の就業を支援する施策の利用数 

（母子・父子福祉センターの延べ利用者数）        【増加】 

ひとり親家庭の支援・相談窓口を知らない人の割合 

（母子・父子福祉センター、子ども家庭相談コーナー）   【減少】 

ひとり親家庭の就業率（母子家庭、父子家庭）       【増加】 

生活保護世帯・児童養護施設及びひとり親家庭の子どもの進学率・ 

就職率                         【増加】 

 

４ 施策を推進する主な取り組み 

柱❶ ひとり親家庭の生活の安定と向上 

母子・父子福祉セ

ンター事業 

子ども家庭局・子育て支援課 

母子・父子福祉センターにおいて、各種相談事業、自立促

進のための各種講座や就職相談会、ハローワーク等と連携し

た就業支援を行う。また、各種研修会や親子のふれあい事業

などを行い、ひとり親家庭等の総合的な福祉の向上を図る。 

子ども家庭相談コ

ーナー運営事業

（再掲） 

子ども家庭局・子育て支援課 

区役所の子ども・家庭相談コーナーにおいて、子どもと家

庭に関するあらゆる相談にワンストップで応じ、各種支援制

度を適用したり、関係機関等へつなぐ等それぞれの相談内容

に応じた支援を行う。支援にあたっては、関係機関等から情

報を収集するとともに緊密に連携し、包括的・継続的な支援

を調整、実施する。 
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母子・父子・寡婦福

祉資金貸付制度の

利用促進 

子ども家庭局・子育て支援課 

ひとり親家庭の経済的自立の促進と生活意欲の向上を図

り、あわせてその扶養している児童の福祉を増進するため、

修学や技能習得などのための各種資金を貸し付けるととも

に、その利用を促進する。 

 

ひとり親家庭等医

療費支給事業 

子ども家庭局・子育て支援課 

母子家庭の母及び児童または父子家庭の父及び児童、父母

のない児童の健康の向上と福祉の増進を図るため、保険診療

による医療費の自己負担額を助成する。 

 

児童扶養手当 

子ども家庭局・子育て支援課 

父または母と生計を同じくしていない児童が育成される

家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児童に

ついて児童扶養手当を支給することにより、もって児童の福

祉の増進を図る。 

ひとり親家庭等日

常生活支援事業

（母子家庭等生活

支援事業） 

子ども家庭局・子育て支援課 

ひとり親家庭等の生活の安定を図るため、就学等の自立促

進に必要な事由や疾病等の事由により一時的に生活援助や

保育サービスが必要なとき、生活を支援する家庭生活支援員

を派遣して、ひとり親家庭等の生活の安定を図る。 

ひとり親家庭自立

支援給付金事業 

子ども家庭局・子育て支援課 

 ひとり親家庭の親の就業を促進し、自立を支援するため、

就職に有利で、生活の安定につながる資格の取得を促進する

「高等職業訓練促進給付金」、就職につなげる能力開発のた

め教育訓練講座の受講料を助成する「自立支援教育訓練給付

金」の利用を促進する。 

ひとり親家庭の自

立応援事業 

子ども家庭局・子育て支援課 

ひとり親家庭の親の就業を促進し、就職に有利な資格を取

得するため支給している「高等職業訓練促進給付金」（国の

補助制度）について、市独自の加算金を支給する。 

 

ひとり親家庭高等

職業訓練促進資金

貸付事業 

子ども家庭局・子育て支援課 

高等職業訓練促進給付金の受給者に対して、貸付事業を実

施することで、修学を容易にするとともに、資格取得を促進

し、ひとり親家庭の自立を促進する。 

母子生活支援施設

（母子寮）の運営 

子ども家庭局・子育て支援課 

母子寮において、児童の福祉に欠ける母子を保護し、自立

促進のためにその生活を支援する。あわせて、退所した者に

ついて相談やその他の支援を行う。 

 

母子・父子世帯向

け市営住宅への優

先入居（再掲） 

建築都市局・住宅管理課 

母子・父子世帯の居住の安定確保を図るため、市営住宅の

定期募集において、母子・父子世帯に対して一般申込枠とは

別に申込枠を確保し募集を行う。 
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○拡ひとり親家庭施

策の周知 

子ども家庭局・子育て支援課 

ひとり親家庭が利用できる制度や施設をまとめた「ひとり

親家庭のガイドブック（携帯版）」を作成し、配布する。ま

た、早い段階で必要な情報を提供できるよう、離婚届の受取

り時等の機会に各種支援制度を記載したチラシ等を配布す

る。 

また、市ホームページ「子育てマップ北九州」や、情報誌

「北九州市こそだて情報」に掲載する等、さまざまな方法で

ひとり親家庭に関する事業を周知する。 

ひとり親家庭面会

交流支援事業 

子ども家庭局・子育て支援課 

離婚等により親と離れて暮らす子どもが、定期的に親と会

って交流する面会交流について、事前相談や面会の際の付き

添い支援等を実施する。 

 

 

柱❷ 経済的困難を抱える家庭等への支援 （ひとり親家庭関連事業は、柱❶に別記） 

〔子どもの貧困対策〕 

生活困窮者自立支

援事業 

保健福祉局・地域福祉推進課 

 

生活困窮者が困窮状態から早期に脱却するため、本人の状

態に応じた包括的な相談支援等を実施するとともに、地域に

おける自立・就労支援等の体制を構築することにより、生活

困窮者の自立を支援する。 

生活保護 

（生活保護受給者

に対する就労支援

事業・心理ケア支

援事業） 

保健福祉局・保護課 

〔就労支援事業〕 

 生活保護受給者の経済的自立を図るため、ハローワークと

の連携強化や、就労支援専門員・求人開拓員の活用による職

業紹介のほか、就労意欲喚起事業などの就労支援を実施す

る。 

〔心理ケア支援事業〕 

 各福祉事務所に臨床心理士を配置し、心理的支援の必要な

生活保護受給者に関する課題を分析・把握し、ケースワーカ

ーと連携して生活保護受給者の自立を支援する。 

児童養護施設等入

所児童への運転免

許取得費助成など

自立支援事業 

（再掲） 

子ども家庭局・子育て支援課 

児童養護施設等の退所を控えた児童等を対象に、普通自動

車運転免許取得費や就職に有利な資格取得費の一部を助成

することにより、児童の自立を支援する。また、大学等の入

学金の助成や生活費の支援を行い、進学の希望に応える。 

社会的養護自立支

援事業（生活相談

の実施等） 

（再掲） 

子ども家庭局・子育て支援課 

生活や就業上の問題を抱える児童養護施設等の退所者に

対する生活相談の実施や、引き続き支援が必要な者に対し、

施設での生活を継続できるようにするなど、２２歳の年度末

まで生活面・就労面の支援を実施する。 
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放課後児童クラブ

利 用者 支援 事業

（再掲） 

子ども家庭局・子育て支援課 

生活保護世帯等について放課後児童クラブの利用料を助

成し、放課後児童クラブの利用を支援する。 

○拡スクールソーシ

ャルワーカー活用

事業（再掲） 

教育委員会・指導第二課 

長期欠席（不登校）、いじめ、児童虐待など児童・生徒に

係る問題行動解消のため、社会福祉士や精神保健福祉士の資

格を有し、専門的な知識を有するスクールソーシャルワーカ

ーを配置して、児童・生徒への直接的な働きかけとともに家

庭環境への働きかけなど、福祉的視点から支援活動を行う。 

子どもの学習支援 

子ども家庭局・子育て支援課 

保健福祉局・地域福祉推進課 

教育委員会・学力体力向上推進

室 

経済的な理由や家庭環境などにより、学習の手助けが必要

な子どもを支援するため、子育て・福祉・教育など関係部署

が連携しながら学習支援の取り組みを進める。 

児童生徒・学生に

対する就学の機会

均等を図るための

経済的支援（再掲） 

教育委員会・学事課 

経済的理由によって就学困難な児童生徒や学生に対して、

学用品費等の支給や修学資金の貸付を行う。 
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（参考データ）

〇 ひとり親家庭の世帯数

区分 平成23年度 平成28年度

⺟⼦家庭 15,733世帯 14,708世帯

⽗⼦家庭 2,229世帯 2,322世帯

計 17,962世帯 17,030世帯

資料：北九州市⺟⼦世帯等実態調査（平成23年度）

   北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成28年度）

注：推計値

〇 ひとり親家庭の仕事の有無（就業率）

⺟⼦家庭 ⽗⼦家庭 ⺟⼦家庭 ⽗⼦家庭

持っている 83.6% 91.8% 87.9% 94.2%

持っていない 16.3% 8.2% 11.9% 5.0%

資料：北九州市⺟⼦世帯等実態調査（平成23年度）

   北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成28年度）

〇 母子家庭で仕事を持っている人の就労形態

平成23年度 平成28年度

45.3% 47.0%

48.8% 46.5%

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 35.8% 32.8%

派遣・契約社員 10.5% 12.0%

臨時・日雇など 2.5% 1.7%

資料：北九州市⺟⼦世帯等実態調査（平成23年度）

   北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成28年度）

〇 母子家庭の年間税込収入（世帯）

平成23年度 平成28年度

100〜150万円未満 17.8% 15.5%

150〜200万円未満 16.3% 16.8%

200〜300万円未満 25.9% 27.0%

資料：北九州市⺟⼦世帯等実態調査（平成23年度）

   北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成28年度）

平成28年度平成23年度
区分

区分

区分

非正規社員

正社員
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〇 ひとり親家庭の平均年収（世帯）

平成23年度 平成28年度

⺟⼦家庭 約234万円 約256万円

⽗⼦家庭 約434万円 約430万円

549.6万円  545.8万円

資料：北九州市⺟⼦世帯等実態調査（平成23年度）

   北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成28年度）

＊国⺠生活基礎調査（平成22年度、平成28年度）

〇 公的機関や制度で、ひとり親家庭が「知らない」と回答した割合（抜粋）

⺟⼦家庭 ⽗⼦家庭 ⺟⼦家庭 ⽗⼦家庭

日常生活⽀援事業 61.8% 64.8% 55.2% 68.3%

⺟⼦⽗⼦寡婦福祉資⾦ 42.0% ー 40.6% 61.7%
資料：北九州市⺟⼦世帯等実態調査（平成23年度）

   北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成28年度）

〇 ひとり親家庭の支援・相談窓口を知らない人の割合

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2,463人 2,311人 2,373人 2,327人

⺟⼦・⽗⼦福祉センター 39.8% 52.1% 52.6% 51.1%

⼦ども家庭相談コーナー 14.5% 9.6% 8.6% 7.7%
資料：「元気発進！⼦どもプラン(第2次計画)」に関する市⺠アンケート調査（平成27〜30年度）

〇 ひとり親家庭で家事担当者の疾病時に、代わりに家事をする人がいない家庭の割合

⺟⼦家庭 ⽗⼦家庭 ⺟⼦家庭 ⽗⼦家庭
代わりに家事をする人がいない 34.1% 28.1% 34.4% 28.5%
資料：北九州市⺟⼦世帯等実態調査（平成23年度）

   北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成28年度）

全世帯（全国）の1世帯あたり
平均所得⾦額（＊）

区分
平成23年度 平成28年度

区分
平成23年度 平成28年度

区分

区分

回答者数
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〇 ひとり親家庭になった当時困ったこと（抜粋）

⺟⼦家庭 ⽗⼦家庭 ⺟⼦家庭 ⽗⼦家庭
さしあたりの生活費 63.4% 25.2% 61.9% 30.7%
⼦どもの養育・しつけ・教育 27.1% 56.5% 27.4% 58.9%
資料：北九州市⺟⼦世帯等実態調査（平成23年度）

   北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成28年度）

注：複数回答

〇 現在不足している費用（抜粋）

⺟⼦家庭 ⽗⼦家庭 ⺟⼦家庭 ⽗⼦家庭
日常の生活費 52.2% 41.9% 51.9% 40.8%
⼦どもの就学・通勤のための費用 47.2% 41.9% 51.0% 46.6%
住宅の転居のための費用 21.5% 11.4% 20.1% 9.6%
⼦どもの結婚のための費用 17.8% 19.9% 13.4% 17.4%
就職のための費用 14.5% 5.7% 9.8% 3.5%
資料：北九州市⺟⼦世帯等実態調査（平成23年度）

   北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成28年度）

注：複数回答

〇 母子・父子福祉センターの主な事業の実績

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

一般相談 1,524人 1,488人 1,732人 1,702人 1,513人

特別相談 54人 75人 83人 50人 55人

就職相談 43人 52人 52人 16人 18人

生活指導 612人 616人 554人 430人 197人

〇 「就業支援講習会」受講延べ人数

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

受講者数 4,947人 4,575人 4,238人 3,778人 3,658人

平成28年度調査

区分
平成23年度 平成28年度

区分
平成23年度調査
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〇 全国の相対的貧困率の年次推移

資料：平成28年国⺠生活基礎調査

〇 進学率

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

中学卒業後 82.7% 86.2% 86.4% 90.6% 集計中

高校卒業後 30.6% 33.0% 38.1% 37.6% 集計中

中学卒業後 97.1% 100.0% 94.7% 95.6% 96.0%

高校卒業後 16.0% 20.8% 4.0% 22.7% 26.7%

中学卒業後 ー ー 96.5% ー ー

高校卒業後 ー ー 67.4% ー ー
資料：生活保護世帯の⼦どもについては、厚生労働省社会・援護局保護課調べ（各年度４月１日現在）

   児童養護施設の⼦どもについては、社会的養護の現況に関する調査結果（各年度5月1日現在）

   ひとり親家庭の⼦どもについては、平成28年度北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成28年11月1日現在）

ひとり親家庭の⼦ども

児童養護施設の⼦ども

生活保護世帯の⼦ども

区分

14.6%

15.3%

14.9%

15.7%

16.0%
16.1%

15.7%

13.4%

14.4%

13.7%

14.2%

15.7%

16.3%

13.9%

12.0%

13.0%

14.0%

15.0%

16.0%

17.0%

平成９年 平成12年 平成15年 平成18年 平成21年 平成24年 平成27年

相対的貧困率
⼦どもの貧困率
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〇 就職率

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

中学卒業後 4.5% 5.0% 2.6% 0.6% 集計中

高校卒業後 45.9% 52.4% 51.5% 53.8% 集計中

中学卒業後 0.0% 0.0% 5.2% 4.3% 4.0%

高校卒業後 80.0% 79.1% 96.0% 86.3% 73.3%

中学卒業後 ー ー 1.5% ー ー

高校卒業後 ー ー 20.0% ー ー

資料：生活保護世帯の⼦どもについては、厚生労働省社会・援護局保護課調べ（各年度４月１日現在）

   児童養護施設の⼦どもについては、社会的養護の現況に関する調査結果（各年度5月1日現在）

   ひとり親家庭の⼦どもについては、平成28年度北九州市ひとり親家庭等実態調査（平成28年11月1日現在）

〇 就学援助の人数・割合

小学校 中学校

人数 人数 人数 援助率

平成26年度 9,007人 5,584人 14,591人 20.2%

平成27年度 8,676人 5,471人 14,147人 19.7%

平成28年度 8,481人 5,168人 13,649人 19.2%

平成29年度 8,288人 4,938人 13,226人 18.8%

平成30年度 8,101人 4,729人 12,830人 18.4%

区分
合計

児童養護施設の⼦ども

ひとり親家庭の⼦ども

区分

生活保護世帯の⼦ども
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